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は じ め に

１９７０年代末，中国が改革開放に歩み出したこ

とで，世界と中国との関わり方は大きく変化し

た。毛沢東時代の中国は，世界革命実現の目標

と「プロレタリア国際主義」の理念を掲げ，米

ソの覇権主義に対抗して世界の解放勢力を支持

した。毛が死の２年前，１９７４年に提起した三つ

の世界論は，この考え方を基礎に，ソ連を事実

上世界最大の覇権主義国と位置づけ直した。そ

して中国が米国，日本，西欧，中東，アフリカ

など諸外国との団結を強化してソ連反対の国際

的統一戦線，「一条線」を組み，これをソ連へ

の抑止力とすることで，世界戦争の勃発を遅ら

せるという戦略を「階級的」であると正当化し

た［益尾２００６，２―４；新華社１９７７］。しかし改革

開放時代になると，中国はイデオロギーにもと

づく対外政策を次第に放棄し，ソ連とも関係改

善の姿勢を示し，既存の国際秩序を肯定してこ

れに積極的参入を図る姿勢をみせた。

中国が新たな対外政策を公表したのは，１９８２
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《要 約》

晩年の毛沢東はソ連に対抗するため三つの世界論（注１）と「一条線」（１本の線）戦略を提起した。

毛の対外政策を引き継いだ�小平はソ連の覇権主義の脅威を強調し，ソ連と対抗するために西側先進

国と団結して中国の経済建設を早めるよう主張し，党内権力を掌握した。しかし１９７９年初頭，国内の

思想解放によって毛への批判が始まり，毛の対外政策の延長に位置づけられていた中越戦争が望まし

い成果を生まなかったことで，中国共産党（中共）内部で対外政策に関する再検討が始まった。まず

同年から１９８０年にかけて中国の国際共産主義運動への取り組みが見直され，国際関係においては階級

より主権国家が重要性をもつことが認識され，兄弟党との関係が整理された。この動きは「歴史決議」

をめぐる党内討論や国際情勢の変化と呼応し，中共は１９８０年末から翌年初めにかけて「一条線」戦略

を理論的に否定し，勢力均衡の観点から第三世界との団結を図る対外政策に転じた。この転換は中共

の内外政策の脱イデオロギー化の契機となり，また翌年中国が主要敵論を放棄して「独立自主の対外

政策」を公式に提起するための認識上の基礎を創出した。
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年９月の中共第１２回全国代表大会でのことであ

る。大会で政治報告を行った胡耀邦は「独立自

主の対外政策」を行うことを明らかにした［胡

耀邦１９８２］。この政策には，周辺情勢の安定の

追求，外交上のイデオロギー的要素の否定，国

際関係における主権国家の役割の重視，中国の

発展途上国としての位置づけの強調，そして毛

沢東の三つの世界論の放棄など，新しい要素が

豊富に含まれる［益尾２００２，８０―８３］。だがそれ

までの対外政策との最大の違いは，新政策では

「主要敵」が設定されず，ひとつひとつの国際

問題について独立に評価や対策が下されること

になったことであろう。

中共の対外政策においては，抗日戦争以降一

貫して，特定の国家や勢力が革命の「主要敵」

と断じられ，すべての対外関係はこれとの対抗

を有利に進めていくため活用されてきた。例え

ば日中平和友好条約の締結にあたって，中国が

「主要敵」ソ連への反対を意味する「反覇権条

項」を条約に盛り込むよう強硬に主張したこと

は，日本ではよく知られている。日本における

中国外交研究の権威，岡部達味は，「８２年の変

化は国際関係に対する基本的な考え方の変化を

ともなっていた」ため，この政策転換を「画期

的」と評している［岡部１９８３，２２―２３］。中国は

今日まで「独立自主の（平和的）対外政策」を

掲げ続けており（注２），当時の政策転換の重要性

は疑いようがない。

だがこのような変化が，なぜ，どのように生

じたのかは，これまでの研究では充分検討され

てこなかった。アメリカを中心とする先行研究

の多くは，この政策が公表される直前の１９８１年

夏から約１年間，米中間でアメリカの台湾への

武器売却が問題化していたことに着目する。つ

まり中国は，台湾問題をめぐる対米交渉で国力

の弱さを改めて認識し，１９８２年８月の米中共同

声明でアメリカに妥協する一方，米中ソ三国の

力関係のなかでより優位なポジションに立つこ

とを目指した。そこで中国との和解を呼びかけ

た１９８２年３月のブレジネフ談話に応じる形でソ

連との関係改善に踏み切ったというのである

［ Sutter １９８６，１３１―１７５； Ross １９８９，３９―４３；

１９９１；Levine １９８９，６７―７１；Dittmer １９９２，２１８―

２３０］。これは１９７１年以降，ソ連という共通の敵

に対抗するため，米中間に戦略的な協力関係が

成立したとするアメリカのキッシンジャー大統

領補佐官の見解を継承した説明である［Kiss-

inger１９７９，６８４―７８７］。

だが奇妙なのは，１９８２年の時点では，中国側

に圧倒的に不利な中ソ間の軍事バランスは，そ

れ以前と比べまったく好転していなかった

［Robinson１９９４，５７２］。米中ソ三国の戦略的関

係の枠組みだけからみた場合，ソ連に対して従

来から強い脅威認識を抱いていた中国が，なぜ

そのままレーガン政権の対ソ強攻策に賛同でき

なかったのか，なぜ台湾問題という局地的な問

題でソ連への対抗という大局的な課題を取り下

げてしまうのか，説明が難しい。

さらに中国をとりまく当時の情況からすれば，

�小平が政権を掌握して改革開放を始動したと

される１９７８年末から４年近く，対外政策の修正

がなぜ放置されていた（ようにみえる）のかわ

からない。前述の岡部によれば，１９８２年の政策

転換は，それ以前に中国が掲げていた反ソ国際

統一戦線政策が近代化政策の遂行と合致しなく

なったため，すなわち中国の改革開放の自然な

帰結であった。そのため岡部はこの政策転換を

対外関係に対する中国の積極的な考察や選択の
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結果とはみなしておらず，政策上の変化が具体

的にどう発生したのかについては，ほとんど分

析を行っていない［岡部１９８９，１９１―１９６］（注３）。

だが改革開放は海外から大胆に先進技術を導入

し中国の近代化に活用する構想であり，諸外国

との関係の如何はその成功を左右する重要な問

題だったはずである。

よく知られているように，マルクス・レーニ

ン主義の強い影響の下，中共は世界の政治経済

がどのような歴史的段階にあるかという分析に

もとづいて自国の国内政策を策定してきた［片

岡２００６，１５―１７］。世界情勢を「客観的に」規定

するとみなされた一定の認識枠組みは，党内で

は「理論」として重視された。そのため毛沢東

時代の対外政策は国内の政治経済政策との密接

な関連において打ち出され，両者は並行して周

期的で極端な変化を繰り返した［衛藤・岡部

１９６９，５４―９１；中嶋１９８２；Yahuda１９８３，１４―１５］。

毛沢東の理論的な影響が強く残っていた１９７０年

代末，経済政策の大転換にあたって対外政策を

めぐる議論がまったく欠如していたとは考えに

くいのである。中国外交の「画期的」転換は，

何年もの時間をかけた周到な党内極秘討論の結

果だった可能性がある。

ここで，ケネディからニクソンまでのアメリ

カの３政権の対中政策の変容を構造主義的な観

点から分析したゴーの研究は示唆的である。ゴ

ーは，大国間の戦略関係にもとづく現実主義的

な分析では，政策決定者がある時点であるオプ

ションを選ぶ必然性は説明できないとする。例

えば政策決定のタイミングについては，中ソ関

係の悪化は１９６２年には明確であり，なぜ米中接

近が７１年までかかったのか説明できない。選択

の必然性の面では，政策決定者が結果的に何を

選んだとしても，それを現実主義的な視点から

説明することはそれなりに可能だが，なぜそう

ならなかったかは明らかにならない。例えば米

中接近にあたっては，なぜ米国が逆にソ連と結

託して中国に対抗する選択肢を選ばなかったの

か説明できない。これらを解き明かすには，あ

る政策をめぐる政策担当者たちの認識枠組みが

全体として徐々に変容し，政策決定者にとって

実際のオプションが狭められていくコンテキス

トを分析する必要がある［Goh２００５，１―１４］。

視角を転じれば，それまで中共の対外政策の

転換は，世界情勢の変化や大きな対外的事件の

発生を契機としてもたらされてきた。中共は

１９４９年にアメリカへの対抗とソ連との連携を意

味する「一辺倒」を打ち出したが，その背景に

は東西冷戦の深まりがあり，ソ連をアメリカと

並ぶ「主要敵」に位置づけた過程には中ソ論争

があった。中共がソ連を事実上単独の「主要敵」

と認め，アメリカに接近して世界を驚愕させた

数年前には，中ソは国境地帯で武力衝突してい

た。ところが「独立自主の対外政策」への転換

にあたっては，先行研究ではそのきっかけとな

る大きな国際的事件が指摘されていない。

「独立自主の対外政策」提起前の数年の間，

中国が関わった重大な国際的事件には１９７９年２

月から３月の中越戦争がある。中国はソ連に支

援されたベトナムを，インドシナ支配をもくろ

む「小覇権」と非難し，１９７８年末からカンボジ

アに侵攻した同国に「懲罰」を与えるため攻撃

を加えた。中越戦争後，中ソは関係正常化交渉

を開いている。当時の公開情報を用いて丁寧な

分析を行ったハムリンは，この戦争の後，中国

の指導部には対ソ関係改善をめぐって意見の相

違が存在したと指摘する［Hamrin１９８３；１９８４］。
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しかし１９７９年末にはソ連がアフガニスタンに侵

攻し，世界各地でソ連批判が強まり，中ソ会談

は無期限に延期された。そのため先行研究は，

暗黙のうちに中ソ対立を１９８２年当時の国際政治

構造の大前提と位置づけ，中越戦争と「独立自

主の対外政策」で中国が打ち出した対ソ和解と

の関係にはほとんど注目してこなかった。

とはいえ中越戦争の作用と「独立自主の対外

政策」の内容にはかなりの関連性が指摘できる。

第１に，中越戦争は中国が「主要敵」ソ連に側

面から打撃を加えるために発動した戦いだが，

必ずしも中国が想定していたような成果は上げ

られなかった。第２に，少なくとも中国側の認

識において中国は国際共産主義運動の観点から

第一次インドシナ紛争とベトナム戦争でベトナ

ムに多大な軍事的・経済的支援を行った。かつ

ての支援国との交戦は対外政策におけるイデオ

ロギー的要素の見直しを迫る契機として充分で

ある。第３に，「独立自主の対外政策」は中国

の平和的イメージを強調しているが，中国は中

越戦争で侵攻した側であり，この戦争は国際的

に中国の好戦的なイメージを強く印象付けるも

のであった。

以上にもとづいて，本稿は次のように仮説を

設定する。中越戦争の衝撃を契機として，中共

内部で毛沢東の対外政策の是非が再検討された。

これは党全体の脱イデオロギー化を促進し，「独

立自主の対外政策」につながる対外認識の変容

をもたらした。

これまで中国外交史研究においては，毛沢東

時代と改革開放時代の質的な差異が強調され，

両者の関連性はほとんど検討されてこなかった。

つまりそこには研究史上の断絶が存在する。他

方，改革開放による中国と世界との関わり方の

変化は，世界的な冷戦の展開をも左右する重要

な出来事であった。国際関係のなかで不安定要

因とみなされていた中国が，諸国家との政治的

・経済的な結びつきを強め，国際社会に平和的

かつ積極的に参加したことで，東アジアでは世

界に先駆けて冷戦体制が瓦解したからである。

本稿の目的は，改革開放時代の中国外交を毛沢

東外交との関連性のなかで捉え直すことによっ

て，毛沢東外交から「独立自主の対外政策」へ

の「画期的」飛躍がどのように発生したのか，

明確にしていくことにある。また本稿の作業を

通して，対外政策と国内政策の「理論」的関係

がいかに切り離されていったかという問題につ

いても，重要な示唆が期待できる。

当該時期の中国外交研究にあたって，先行研

究は資料不足に直面したが，近年これには劇的

な変化が生じている。第１に，�小平や胡喬木

など，当時活躍した指導者関連の文献がかなり

公表された（注４）。第２に，中国国内で老幹部に

よる回顧録の執筆がブームとなり，最近では改

革開放初期に関するものも数多く発表されてい

る。最後に入手可能な内部資料の増加である。

改革開放初期は政治的理由から党内の民主的討

論が鼓舞され，内部ではもともとやや資料統制

が緩かったようだ。かつて比較的広い範囲の党

幹部に配布された内部資料の一部が，今では大

学図書館などで閲覧可能になったり，古書市に

流出したりしている。本稿の分析では，先行研

究がまったく利用できなかったこれらの資料を

数多く用いている。

中国における毛沢東外交の再検討
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Ⅰ 毛沢東の影

１．�小平と中越戦争

中国はなぜ中越戦争を発動したのか。近年中

国では中国外交や国際関係に対する関心が高ま

り，数多くの書籍が公開されているが，中国軍

にとって現段階で最後の実戦であるにもかかわ

らず中越戦争への言及は極端に少ない。そのこ

とはこの戦争に対する中国国内の消極的評価を

雄弁に物語っている。わずかな言及のなかで，

例えば中国外交部所轄の外交学院の曲星教授は，

毛沢東が提起した「一条線，一大片」構想の影

響を強調しながらこのように説明している。

「１９７９年２月のベトナムに対する自衛反撃戦は，

第１に中国が自分の領土への侵犯に対して自衛

反撃したものであったが，中国の指導者は当時

また，ソ連の覇権主義に反対するグローバルな

戦略的高みからベトナム問題を考えていた」［曲

２０００，４４８―４４９］。

中越戦争への決定にあたって，チェンは�小

平のリーダーシップの強さを指摘する［Chen

１９８７，xiii］。ここで重要なのは，三つの世界論

など，当時党内で理論的に正しいとされていた

毛沢東の対外理論の継続と推進を掲げて［Chen

１９７９，４１―４２，６６］，�がこの戦争を敢行したこ

とであろう。�は１９７３年，毛沢東によって，病

床の周恩来に替わって対外政策を指導する人材

として復活を認められた。ソ連と武力衝突を起

こした１９６９年以降，毛はソ連を「主要敵」とす

る対外政策の策定を進めていた。�は１９６０年代

初め，中国がソ連を公開批判したことで有名な

９本の論文，いわゆる「九評」の執筆を指揮す

るなど，中ソ論争で大きな功績があり，この点

が毛に再評価されたのである。�復活の最初の

檜舞台は，１９７４年の国連特別総会で毛の三つの

世界論を世界に紹介したことだった。１９７５年秋

以降，両者は国内政策をめぐって再び亀裂を深

めたが，全国に�批判の嵐が吹きぬけるなか，

毛は対外政策だけは最後まで�に担わせようと

した［益尾２００６］。

外交面での毛からの信頼は�の貴重な政治的

財産であった。１９７７年夏の再復活直後から，�

はこの分野では早くも新指導部内で大きな発言

権をもった。�は外交を国内の政治闘争に活用

した。ソ連やその手先であるベトナムの覇権主

義の脅威が世界的に拡大しているからこそ，ア

メリカをはじめ西側先進諸国がその対抗力とし

て中国の近代化，強大化を望んでいると主張し

たのである。そして毛の「一条線」戦略に則し

て米国や西欧，日本との政治的・経済的関係を

強化することで，ソ連の脅威を抑止して自国の

安全保障を確保し，同時に先進国からの技術導

入を進めて経済建設を加速させる構想を描いた。

こうして１９７８年中，�は数々の外交的成果を挙

げながら，党内の工作重点を階級闘争から経済

建設に移行させよと主張して華国鋒からの政権

奪回を試み，その勝利とほぼ同時に米中国交樹

立と対越攻撃の準備開始を党内決定にもち込ん

だ［益尾２００７］。つまり中越戦争は，毛沢東の

対外政策を継承した�が，ソ越両国に打撃を加

えながら，それ以外の各国からの政治的・経済

的な支持・支援を結集して中国の経済発展に活

用する狙いで発動した戦いだった。

２．毛沢東再評価をめぐる諸問題

�は経済再建を急いだが，文化大革命（文革）

１０年の動乱の傷跡はあまりにも深かった。アパ

シー状態にある党員や一般大衆を鼓舞して本格
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的な経済建設を開始するため，毛沢東の再評価

を行って国内の政治的凝集力を高める必要性は，

指導部に早くから認識されていたようだ。

毛沢東の再評価は，中共の統治，さらには共

産主義そのものの正統性に関わる敏感な問題で

あった。改革開放時代に�と党内の権威を分か

った陳雲は，１９７９年初め，国際共産主義運動の

視点からこの問題に言及し，かつてのソ連のス

ターリン批判のように世界的な波紋が広がるこ

とに懸念を表明している［陳雲１９８６，２４０―２４３］。

フルシチョフによる１９５６年のスターリン批判で

は，社会主義陣営内の共産主義への信仰が揺ら

ぎ，各国で共産党の権威が動揺し，ポーランド

やハンガリーでは暴動に発展した。中ソのイデ

オロギー論争にもスターリン批判をめぐる両党

の意見の相違が影響したとされる。

毛沢東の再評価は中ソ論争の問題と直接絡み

合っていた。そのことは�の右腕として活躍し

た胡耀邦の言葉に示されている。胡は�小平派

が政権を奪取した１９７８年末の１１期三中全会以前

から，親しい幹部にしばしばこう語っていたと

いう。「１９５７年，（毛）主席の（政治的）矛先は，

反『左』派・『百家斉放，百家争鳴』からあっ

という間に反右派に転じた。資本主義や（ユー

ゴスラビアの）チトー，（ソ連の）フルシチョフ

に狙いを定め，『九評』を書くともう後戻りは

できなくなった。……今からみれば，『九評』

の基本的な方向は間違っていた。これはおそら

く『文化大革命』の国際的な源だったといって

よい……」［阮１９９１，５］。胡は中国がソ連への

公開批判に踏み切った「九評」を文革へのター

ニング・ポイントと位置づけていた。ただし�

自身が中ソ対立に深く関与していたことで，後

の毛沢東評価の方向性はかなり制約されること

になる。

なお，「九評」はおもにソ連共産党を攻撃す

るために書かれたが，このなかでもまたそれ以

前から，中共はユーゴスラビアやイタリアの共

産党などに対してもイデオロギー批判を行って

いた。本稿では１９５０年代末から６０年代前半にか

けて中国が対外的に展開したイデオロギー論争

をまとめて「国際反修正主義論争」と呼ぶ。

毛沢東への批判が中共の統治の正統性をかけ

た問題であったからこそ，指導者はその暴走を

厳重に封じ込めようとした。例えば１９７８年１１月

からの中央工作会議の開催中，北京西単で大衆

の思想解放運動が拡大し，毛沢東を批判する言

論が現れると，�小平は早速こう強調している。

「毛主席の偉大な功績は廃れようがない。われ

われは偉大な指導者，偉大な人物，思想家に完

璧を求めることはできない……。党中央や中国

人民は，フルシチョフがしたようなこと（スタ

ーリン批判）は絶対にしてはならない」［中共中

央文献研究室２００４，４３５］。

とはいえ対外関係においては，毛の極端な対

外政策を修正し対外開放を促進していくことは

緊急の課題であった。三中全会後ほどなく，外

交面での毛沢東路線の見直しは党内で密やかに

始められた。流れの中心となったのは，党の渉

外担当部門，中共中央対外連絡部（中連部）で

ある。中連部の初代部長の王稼祥は，「九評」

執筆前年の１９６２年，部内討論にもとづき，対ソ

関係の緩和や全般的な対外政策の穏健化を求め

た意見書を中央に提起し，毛沢東から逆に「三

和一少」（注５）という批判を浴びた［徐２００１，４８６

―４９１］。これは文革期に党の理論家として脚光

を浴びた康生が名づけた表現とされ，後には党

内で修正主義の代名詞に用いられた。王稼祥の

中国における毛沢東外交の再検討
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事実上の失脚でトップ不在となった中連部は，

�の下で「九評」を実際に執筆した康生らから

ほどなく干渉を受けるようになり，毛沢東思想

の国外左派への移植に努めるなど極左化した。

１９６９年８月，イギリスの駐中代理大使館の焼き

討ち事件でその先鋒を担ったのは，中連部の副

部長の１人，王力だった。

１９７８年１１月からの中央工作会議と三中全会で

康生批判が展開されたのを受け，７８年末か翌年

初めごろ，中連部常務副部長（第一副部長）の

李一氓（注６）は部内で党的核心小組（党の中心グ

ループ）拡大会議を開催し，文革中の党の対外

工作の是非について討議した［蒋２００２，４０；朱

他２００２，３２―３３］。２月１６日，中連部は中共中央

に「三和一少」と王稼祥元部長の名誉回復を提

言し，３月９日に認められた。この提言は中国

外交の極左化の罪を林彪・康生・四人組に着せ，

特に康生を激しく攻撃した［中共中央文献研究

室１９８２，１１１―１１４］。しかし康生や四人組を支持

し，「三和一少」批判とソ連反対を熱心に推し

進めたのが毛沢東であることは，古参幹部の間

では自明だった。「三和一少」の名誉回復は，

実質的には毛沢東の対外政策の再考を促す作用

があった。

３．中越戦争をめぐる混乱

インドシナ情勢は中国側の想定を超える速さ

で悪化した。ベトナム軍は１９７８年１２月２４日深夜

からカンボジアへの侵攻を開始し，快進撃を遂

げて翌年１月７日にはプノンペンを陥落させた。

クメール・ルージュの指導者やシアヌーク殿下

は中国やタイに亡命した。中国は１９７５年からカ

ンボジアに軍事援助を与えて軍の増強を支援し

ており，クメール・ルージュの長期抗戦を期待

していた。�の下で対越関係を担ってきた政治

委員の耿�は，「プノンペンの敗退は７カ月早

かった」と述べている［耿１９８０，１４７］。

プノンペンのあっけない陥落は，クメール・

ルージュがカンボジア人民の支持をまったく受

けていない証左であった。多くの軍事顧問をカ

ンボジアに派遣していた中国は，同党が中国の

極左思想の影響を受けて国内で大量虐殺を敢行

した事実もとうに把握していたであろう。イデ

オロギーの上で中国がこの一派に義理を尽くす

理由はなかったが，�はソ連・ベトナムとの対

抗を重視した。カンボジアには反ソ・反越政権

が維持されなければならなかったのである。

１月１３日，�はポル・ポトの義弟，イエン・

サリ副総理を呼び出し，ゲリラ戦の貫徹による

ベトナムへの抗戦を命じるほか，国内外で人気

の高いシアヌーク殿下と統一戦線を組むよう迫

った［『中華人民共和国日史』編委会２００３b，３２―

３３；Chanda１９８６，３４８；Goscha２００６，１７５―１７８；

MFAPRK１９８４，１１０―１１６］。同じころ，数年間ク

メール・ルージュに軟禁されていたシアヌーク

は，国連討議参加のため滞在していたニューヨ

ークでアメリカへの亡命を企てた。１月下旬，

訪米した�は自らその説得にあたり，亡命先を

中国に変更させた［Chanda１９８６，３６５―３６９］。

�はクメール・ルージュの延命に努めた。戦

闘経験豊富なベトナム軍に比して，その軍事力

はあまりに脆弱であった。軍事援助を送ろうに

も，かつてのようなベトナム経由の輸送はもは

や不可能だった。そこで�は，カンボジアの隣

国，タイの政府に取引をもちかけた。イエン・

サリとの会見と同日，�はタイの副首相と会見

し，石油取引をはじめとする両国の貿易関係の

強化を条件にタイの協力を引き出そうとした

［中共中央文献研究室２００４，４６９―４７０；『中華人
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民共和国日史』編委会２００３b，３２］。しかしタイ

側は国内で共産党による反体制運動の問題を抱

えていた。タイ共産党の武装闘争は，１９７５年に

インドシナが解放され，活動の後背地が確保さ

れ，中国からの物資補給も容易になったことで，

このころ最盛期を迎えていた。中国からの物資

補給にはバンコクにある中国大使館も深く関わ

っていた［Wongtrangan１９８４，１３６，１４５―１４９］。

１４日，耿�と副首相の韓念龍が�の密使とし

てタイを訪問し，クリアンサック首相と極秘会

見した。タイはクメール・ルージュに対し石油

貿易船を用いた軍事物資の補給やASEAN諸国

からの支持獲得支援を行うかわり，タイ共産党

への支援の停止を求めた。中国はタイの主張を

基本的に受け入れた。クリアンサックは中国が

悪名高いクメール・ルージュのため国際的な面

子を失うことのないよう丁重に釘を指した

［MFAPRK １９８４，１１０―１１６； Goscha ２００６，１７３

―１８１；Chanda１９８６，３４８―３４９］。ほどなく，北京

で５年間の中国・タイ長期原油協定が結ばれ，

石油価格は国際市場価格を参考にしつつも「友
�

好
�

的
�

な
�

精神にもとづいて」（傍点筆者）決定さ

れることが決まった［『中華人民共和国日史』編

委会２００３b，３４］（注７）。

中国のベトナム攻撃は，対外的にはベトナム

の対中領土侵犯に対する自衛反撃と理由付けら

れた。だが中共の軍事委員会の対越攻撃命令に

おいては，ベトナム侵略者に対するカンボジア

人民の正義の闘争を支援し，国際主義の義務を

履行するためと位置づけられていた［中共中央

文献研究室１９８２，９８］。自国の人民にすら支持

されないクメール・ルージュを支援するため，

中共はもうひとつの兄弟党，タイ共産党の闘争

相手であるタイ政府と手を結んだのである。そ

の理論的不整合は明らかであった。

１月１８日からは新しい時代の指導理論を話し

合う目的で理論工作務虚会（理論工作検討会）

が開催されていた。会議は２月半ばからの中越

戦争の間休会し，前半と後半に分かれた。前半

の会議は小グループに分かれた討論の形式で進

められ，各グループ討論のサマリーが全体に印

刷され配布された。開始早々，会議は康生など

への批判で盛り上がりをみせ，その中から早速，

毛沢東批判が出始めた。社会科学院副院長の宦

郷（注８）は真っ向から「九評」を取り上げた。「２０

年間の国内の『左』傾思想の発展が，特定の国

際的な条件と関係していたことは，特に国際共

産主義運動の論戦のなかによく表れている。も

ちろん他人がわれわれの内政に干渉したりわれ

われの主権に損害を与えたりしようとすれば，

これに反撃を行うのは正しい。しかし当時の論

戦は逆に国内の『左』傾思想の発展を非常に強

化してしまった。……われわれは（フルシチョ

フが批判した）スターリンの無理な判断を擁護

するために軽々しく他国の内政に干渉した」［呉

２００１，２―５］（注９）。開戦を控えた情勢下，宦の批

判は暗にもうひとつの社会主義国間対立に向け

られているように読める。

２月１７日，中国のベトナム攻撃が始まった。

クメール・ルージュ支援のために，かつて骨身

を削って支援したはずのベトナムの「同志」を

攻撃し，ソ連との亀裂をさらに深めることには，

中共の低いレベルで強い拒否反応があったとい

う（注１０）。務虚会を指導した中央政治局委員の胡

耀邦は，３月２０日，自らが副校長を努める中共

中央党校の雑誌『理論動態』に論文を発表し，

次のように戦争正当化を試みている。「われわ

れがベトナムに対して自衛反撃を行うのは，侵

中国における毛沢東外交の再検討
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略に反対し，辺境を防衛し，現代化建設事業の

順調な実現を保証するためだ。このような戦闘

の性質は正義である」，「問題は戦争を行うかど

うかではなく，覇権主義者が押し付けてきたも

のを戦わずにおれるかどうか，ということだ」，

「今回の自衛反撃戦が始まった当時，一部の人

は好意から我々のことを心配し，大覇権（ソ連）

が出兵してくるのを恐れ，我々が耐えられない

のではと考えていた。……今回の自衛反撃戦は，

一部の人の『恐ソ病』を治す良薬となろう」［『理

論動態』１９７９，８７―９０］（注１１）。

しかし戦争への批判は党外にもあふれ出した。

北京西単の民主化運動は反政府運動に転化する

兆しをみせた。１月には「民主の壁」に「中国

人権同盟」が中共のソ連との対立を批判する壁

新聞を掲げた［中嶋１９８２，１７３―１７４］。中越戦争

が始まると戦争批判の言論が現れた［『朝日新

聞』１９７９a，c］。�小平は当初これらの運動を容

認していたが，中越戦争が想定されたような成

果を生まず，党内からの批判が強まると，腹心

の胡喬木らの意見を容れて態度を硬化させた

［MacFarquhar １９９７，３２４；阮 １９９１，３６―３７；張

・張２０００，７―８］。３月２９日，民主活動家で�の

独裁化を指摘した魏京生が逮捕された［尾崎

１９８９，１２，１７３―１８２］。

翌日，�は務虚会で講話を行い，毛沢東から

引き継いだ既定の対外政策の成功をこう強調し

た。

わが国のベトナムに対する自衛反撃戦の勝

利は，国際反覇権主義の闘争におけるわが国

の威信を大幅に高め，全国の人民の間で人民

解放軍の威信を大いに高めた。……２年余り

の間，我々は大量の外交工作を行い，四つの

現代化を実現するために良好な国際環境を勝

ち取ってきた。毛沢東同志が晩年に我々のた

めに打ち立ててくださった……（三つの世界

論，「一条線」戦略などの）国際戦略原則は，

世界の人民を動員して覇権主義に反対し，世

界の政治力構造を変え，我々を国際的に孤立

させようというソ連社会帝国主義の狂気じみ

たもくろみをぶち破り，我々の国際環境を改

善し，わが国の国際的な威信を高め，計り知

れない作用をもたらしてくれた［�小平１９７９，

２］。

この講話で�はさらに中共の指導や毛沢東思

想の堅持などを含む「四つの基本原則」を打ち

出した。国内の民主化運動への弾圧が始まった。

�がいかに中越戦争の成否を重視したかは，そ

の指示で魏京生が懲役１５年の厳罰に処されたこ

とにうかがえる。魏は戦争に関する巷の批判を

外国人記者に語ったかどで軍事機密漏洩罪を着

せられた［尾崎１９８９，１７―３０；『人民日報』１９７９a；

産経新聞ウェブサイト］。思想解放の潮流が中越

戦争を経て国内秩序の混乱を生んだため，理論

務虚会主催者の胡耀邦は悩み，会議を４月３日

に切り上げ閉会した［呉２００１，９］。

Ⅱ 国際反共産主義運動の見直し

１．中越戦争の衝撃

�は中越戦争の国際的成果を強調したが，そ

れは現実にはアンビバレントであった。確かに

新政権発足後まもなくの戦争は，国内政治の上

では政治的凝集力を高める効果をもった。戦争

遂行に係る国内の動員，志願兵の募集，帰還兵

の凱旋パレードを通して，民心は文革以来久々

に鼓舞され，対外的に設定された敵に対してナ

ショナリズムが昂揚した。また�は軍内部の反
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対を押し切って戦争を敢行することで自分の指

導力を軍や国内に対して誇示することができた。

中越戦争は新しい最高指導者としての�小平の

威信を国内的に確立するための戦いであった。

しかしながらその国際的な成果はあやふやだ

った。第１に，中国は攻撃によってベトナムの

カンボジアからの撤兵を期待していたとみられ

るが，これは実現しなかった。第２に，交戦相

手がベトナムの二流部隊だったにもかかわらず，

中国側は１７日間に２万人の死傷者を出して苦戦

した［Mann２０００，１００］。戦闘期間が短かった

ため中国軍が受けた打撃は限定的だったが，そ

の機動力と国土防衛能力の低さは国際社会に露

呈され，ソ連軍への抑止力にはならないことが

示された ［Tow１９８０，２５３―２５８；川島１９９０，３９１

―３９３］。

第３に，国際社会は必ずしも中国に好意的で

はなかった。戦争前の言動からして，�は世界

的脅威であるソ連に打撃を与えることで，各国

からの支持を獲得して反ソ「一条線」を強化し，

これを中国の現代化に役立てる目論見だったと

考えられる。しかしベトナムへの一方的な攻撃

が中国の侵略行為であることは否定できなかっ

た。国連安保理は中国の攻撃に関する緊急討議

を開始し，中国がベトナムへの対抗力として重

視した東南アジア諸国も中国の攻撃に明確な賛

意を表明しなかった。ヨーロッパの共産党や，

中国のいういわゆる「第三世界」（発展途上国）

からも批判的な声があがった［尹２０００，７４］。

�は日米両国に開戦の事前説明を行っていたが，

中国の対越攻撃が始まると日本政府はこれに強

い遺憾の意を表明した［外務省１９７９a］。

唯一中国に実質的な協力姿勢をみせたのが，

中国と同様，ソ連のインドシナへの勢力伸張を

警戒するアメリカ政府であった。中越戦争の間，

ブレジンスキー大統領補佐官はほぼ毎晩柴沢民

駐米大使と面会し，アメリカの情報技術を用い

て収集したソ連軍の配備状況を中国側に報告し

た［Mann２０００，１００］。中越戦争の乏しい成果

に悩む�にとって，アメリカ政府からの支援は

内政上重要な意味をもっただろう。ただしアメ

リカでは３月１３日，議会で台湾関係法が可決さ

れ，４月１０日には大統領の署名によって発効し

た。この法律は中国の対外的軍事力行使を強く

警戒し，「平和的手段以外によって台湾の将来

を決定しようとする試み」をアメリカの重大関

心事と規定し，台湾の自衛力維持のためにアメ

リカが「防御的兵器」を提供することを約束し

た［USINFO.STATE.GOVウェブサイト］。

党内における�の求心力は一時的に低下した。

「一条線」戦略にもとづく�の対外開放構想へ

の挑戦を端的に示すのは，陳雲の指揮で経済調

整が始まったことである。陳雲は西側からのプ

ラント導入による性急な経済建設に前年から批

判的であった［中共中央文献研究室２０００；陳雲

１９８６，２１１―２１４］。しかし陳雲の声は主流派指導

者の賛意を得ず，１２月から翌年１月にかけて海

外企業と多くの大型プラント導入契約が結ばれ

た。中越戦争で中国の外貨需要は�迫し，プラ

ント契約の遂行に影響を与えたとされる［『朝

日新聞』１９７９b］。３月１４日，陳雲は李先念とと

もに中共中央に対してバランスのとれた経済発

展を求める書簡を送付し，国務院財政経済委員

会の再建を唱え，�や華国鋒が推し進めていた

急進的な経済計画に問題を提起した［陳雲

１９８６，２４８―２４９；中共中央文献研究室２０００，２４０―

２４４］。

３月２１日から２３日にかけて中共中央政治局は

中国における毛沢東外交の再検討
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経済調整問題を話し合った。初日，陳雲は現代

化推進のため対外開放を行う方向性は肯定しつ

つも，前年夏の国務院務虚会以来の経済政策を

厳しく批判した。「外国に借款するのはよい。

中央がその決心をしたのは正しい。しかしいき

なりそんなに多くを借りたらやっていけない。

一部の同志は外国の状況だけをみて自国の現実

をみていない。われわれの工業的な基礎は彼ら

には及ばず，技術力も彼らに及ばない」。陳は

今後３年間を経済バランスの回復に当てるよう

提起した［陳雲１９８６，２２６―２３１］。会議の最終日，

�小平は陳の３年の経済調整政策を肯定し，国

防計画の縮小を認め，プラント導入計画の縮小

についても財政経済委員会の判断に委ねる発言

を行った［中共中央文献研究室２００４，４９７］。こ

れ以降，中国は「調整，改革，整頓，向上」の

スローガンを掲げ，重工業よりも農業や軽工業

に重点を置いて国民経済の全面調整を行うこと

になった。７月には経済政策の立案機構として

財政経済委員会が正式に復活し，陳雲が主任に

就任した［田島２００２，４６４］。

中越戦争を正当化した毛沢東の対外政策の理

論的問題も浮上した。開戦前の１月，「一条線」

強化のため，指導部は李先念副総理をタンザニ

ア，モザンビーク，ザンビア，ザイール，パキ

スタンの５カ国訪問に向かわせた。ところがア

フリカ諸国では中国の対外政策が批判された。

中国はキューバから軍事顧問団を受け入れたア

ンゴラ解放人民運動（MPLA）政権をソ連寄り

と判断し，対抗勢力のアンゴラ全面独立民族同

盟（UNITA）側をアメリカとともに支持してい

た。オガデン地方をめぐるエチオピアとソマリ

アの紛争でも同様に，中国はキューバ傭兵を受

け入れたエチオピアに反対しソマリア側に立っ

ていた。近隣諸国はアフリカの現実を踏まえず

このような判断を下す中国の態度を批判した

［曲２０００，４５０―４５１］（注１２）。

最後の訪問先のパキスタンではイラン革命が

話題に上ったであろう。中国は前年８月，中東

へのソ連勢力の進出を防ぐため，革命の危機迫

るイランへの華国鋒総理の訪問を実現させ，パ

フラヴィー王朝への強い支持を打ち出した。と

ころがイランでは１２月に１００万人を超す大規模

な反政府デモが発生し，翌年明けに国王は亡命

し，宗教指導者のホメイニ師が帰国してイラン

革命が実現した。イラン新政権が自国の重要な

転機にあたって旧国王を支持した中国に反発す

るのは避けられない情勢であった［Garver２００６，

５７―５９］。イラン革命はソ連を基準として世界を

二分する中国の認識に大きな問題を投げかけた。

ソ連への対抗を重視するあまり，中国は国際関

係の複雑さを軽視し過ぎていたのではないかと

いう疑問が指導部の間に喚起されたと考えられ

る。「主要敵」ソ連に対抗するために，ある外

国の対ソ政策上の重要性やソ連への態度によっ

て画一的にその国への政策を決めるやり方は，

このころから内部で「以ソ劃線」（ソ連による線

引き）と呼ばれ批判されるようになる［曲

２０００，４５０―４５１］。

対外政策に関して，指導部の対応はまず対ソ

政策の緩和を試みることだった。おりから１９５０

年４月に発効した中ソ友好同盟相互援助条約の

更新期限が迫っており，１９７９年初頭にはブレジ

ネフ書記長がソ連側からはこれを破棄しないと

言明していた。駐ソ大使館（王幼平大使）に勤

務していた馬叙生参事官によれば，大使館はこ

のころソ連に対する国内の雰囲気の変化を察知

し，ソ連に同条約の不延長を通知するのと同時

12



に中ソ会談を１０年ぶりに開催するよう国内に提

起した。�は前年春にソ連の交渉申し入れを一

蹴しており，大使館側はこれを政治的にかなり

微妙な提案と認識していた。だがこの意見は受

け入れられ，４月３日，中国はソ連に条約の不

延長を通知し，同時に国家間関係の正常化に向

けた話し合いを提起し，ソ連もこれに同意した

［中共中央文献研究室２００４，２７５，４９７―４９８；馬

２００１，６２］。

対越攻撃への国際的な批判に対処するため，

指導部は中国の対外的なイメージの向上を図っ

た。１９７９年５月のワルトハイム国連事務総長の

訪中に際し，「覇権主義への反対，世界平和の

擁護」の２原則を中国の対外政策として強調し

たのである［『人民日報』１９７９b］。覇権主義つ

まりソ連への反対は継続するものの，中越戦争

で培われた好戦的なイメージを払拭しようとし

たとみられる。これは外交上の新しいスローガ

ンとなり，翌月以降広く報道されている。なお

７月には，前年のイラン訪問を謝罪する華国鋒

のメッセージがパキスタン大統領を仲介として

ホメイニ師に届けられた［Garver２００６，６４］。

毛沢東の「一条線」戦略を活用した�小平の対

外開放構想は，その始動からほどなくして，経

済面でも対外政策においても党内から調整を求

められることになった。

以上のようないくつかの対応策にもかかわら

ず，中越戦争の後処理は指導部にとって依然と

して重たい課題であった。民主カンボジアの政

権維持のため，中共はプロレタリア国際主義の

義務を放棄し，国際共産主義運動を明確に断念

することになった。第５期全国人民代表大会第

２回大会が始まった６月１８日，タイの副首相が

北京で�小平と密かに会談している［中共中央

文献研究室２００４，５２５］。�は前年１１月にシンガ

ポールを訪問したが，その際リー・クワンユー

首相が�に東南アジアの共産党への支援を中止

するよう苦言を呈したことがあった［Lee２０００，

５９８―６００］。�はこれを受け入れ，タイ側との合

意に達したとみられる。タイ共産党の幹部であ

ったノッポーン・スワンパニチ（Nopporn Su-

wanpanich）によれば，同年中に北京で中共と

タイ共産党との協議が行われた。中共はタイ共

産党に，タイ政府に対する政策変更のため，雲

南省からタイに向けて発信していた「タイ人民

の声」放送を「やむなく」中断することになっ

たと説明した。さらにベトナムのタイへの侵略

という不測の事態に備え，政府への攻撃を緩め

連合に備えるよう提言した［Wongtrangan１９８４，

１６６ no.４６］。６月末，姫鵬飛（前外相，当時全人

代常務委員会副委員長・国務院副総理・中連部部

長）も，タイ共産党はベトナムの脅威に備えて

政府と統一戦線を形成すべきと発言している

［Chutima１９９０，６５，no.１０］（注１３）。

タイ国内に分散し，独自の通信手段をもたな

かったタイ共産党や左派人士にとって，「タイ

人民の声」放送は中共からの支援の要であった

［Chutima１９９０，３９―４０］。６月末，それまでタ

イ政府への武装闘争を呼びかけていた「タイ人

民の声」は急に主張を転換し，タイ人民解放軍

（タイ共産党）と政府が統一戦線を形成するよ

う呼びかけ始めた［BBC Summary of World

Broadcasts １９７９；Economist １９７９］。放 送 は７月

１１日に停止された。タイ共産党は国内からモー

ルス信号や電波の弱いラジオ放送による情報発

信を試みたが，政府の妨害の下，好ましい成果

は得られなかった。タイではタイ共産党や中共，

さらには社会主義に対する信頼が揺らぎ，政府

中国における毛沢東外交の再検討
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の左派に対する穏健策もあって［Chutima１９９０，

４０―４３］，タイ共産党の勢力は大きく縮小し，１９８７

年には壊滅した。

中共の対外政策はそれまで一貫してプロレタ

リア国際主義を掲げ，国際共産主義運動の貫徹

を謳ってきた。そのため建国後，対外政策にお

いて国家と党の利害が錯綜する場合はどちらを

優先するのかという問題が内在していた。毛沢

東は党と国家の問題は別物であり，両立させる

べきと考えていた［耿１９９８，１７２―１７３］。しかし

プロレタリア国際主義のために兄弟党への支援

を貫徹すれば，他国への内政干渉となり矛盾を

生じる。中越戦争によって中共は国際共産主義

運動と袂を分かつ決意を固めたと考えられる。

ゴスチャはこの戦争で，アジアの「国際主義」

は完全に溶解したと指摘している［Goscha

２００６］。

２．国際共産主義運動の「総括」

５月，米ソ間でSALT−Ⅱ（第２次戦略兵器制

限交渉）が実質的に妥結し，世界的にはデタン

トの機運が高まった。中国では翌月の全人代で

華国鋒総理が国民経済発展十カ年計画の修正と

３年間の経済調整を行うことを公式に発表し

た（注１４）。７月７日からは外国駐在の大使らが集

う駐外使節会議が開かれた。ここで講話を行っ

た姫鵬飛は，中越戦争によって中国の平和的な

対外イメージが大きく損なわれ，西側からの軍

備など先進技術，および資金の導入に支障が出

ている現実を認めた。そして状況改善のため，

（毛の）「現在の情勢は天下大乱で，乱れれば

乱れるほどよい」などの極端なスローガンを停

止し，極端な民族主義の主張を排し，平和的な

姿勢を強調して外国からの信頼を勝ち取るべき

と述べた（注１５）。姫はソ連共産党との和解の可能

性を否定しつつも［姫１９８０，７３―８６］，党内で国

際共産主義運動の取り組みへの再検討が始まっ

たことを次のように告白している。

党中央は現在，十数年間ベトナムを支援し

た「反米救国戦争」の問題を改めて総括して

いるところである。これは認識を新たにし，

教育を新たにし，現段階の国際主義の真の内

容と意義について正確に評価することを目指

している。……全国の大討論のなかで，国際

主義や革命は輸出できるかどうかなどの問題

について意見が出されたが，これをわれわれ

は特に重視している［姫１９８０，７４］。

この「総括」の存在は今もって公表されてい

ない。しかしプノンペン陥落直前，国内に召還

された元駐越大使の楊公素は，２００２年に香港で

出版した著書のなかで，かつての「同志」ベト

ナムを敵にまわした「教訓」を次の２点に整理

している。第１に，中国の指導者はベトナムの

革命事業を中国と世界の革命の一環とみなして

熱心に取り組んだが，これはベトナムの指導者

には干渉と映り，そのナショナリズムを刺激し

た。第２に，中ソ対立のため中国がベトナムに

中ソの間での中立を許さず，中国の「修正主義

反対の極左思想」の受け入れを求めたため，逆

にその反発とソ連依存を招いた［楊公素２００２，

２２７］。

当時の「総括」には大別して２つの論点があ

ったと思われる。第１に，ベトナム戦争を含む

中国の国際共産主義運動への取り組みへの評価

と党の対外関係（党際関係）の望ましいあり方

について，第２に「一条線」戦略の是非につい

てである。状況的にみて，その後１年ほどは第

１の点に関する作業がおもに進められたようだ。

これには指導部がソ連に対して依然強い警戒心
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を抱き続けていたことも関係していよう。

９月末に葉剣英全人大常務委員長が行った建

国３０周年記念スピーチは，この「総括」の初歩

的な成果を反映している。対外政策に関する部

分で，葉は各国の解放運動への支持を依然表明

したものの，単に「国際主義」を遵守すると述

べた。かつての「プロレタリア国際主義」と比

べると階級性を重視する姿勢が明らかに後退し

ている。また葉は，毛の「三つの世界区分に関

する戦
�

略
�

思
�

想
�

」（傍点筆者）の遵守を誓った［葉

１９７９］。これまで「理論」と呼んでいたものを

「戦略思想」に切り替えることで，毛の絶対性

は否定され，より柔軟な対外認識と政策運営が

図られた。

中共の苦悩をより直接的に表明したのは，中

連部常務副部長の李一氓である。李は１０月初め

に中共中央党校と軍事学院で連続して国際共産

主義運動に関するスピーチを行った。李はこれ

を個人的見解とするが，特に後者で行った報告

はかなり広い範囲の高級幹部に配布されており，

実際には中央指導者の認可を経た中間報告的な

ものであったろう（注１６）。その要約は次の通りで

ある。

共同の綱領をもち，共同の目的のために共同

して行動をとる国際共産主義運動は，中ソ論争

と文革を経て真の意義を失った。中ソ論争はい

つの間にかイデオロギーを超越して主権・ナシ

ョナリズム論争になり，資本主義国では国家と

しての集団性が各国の共産党のあり方を制約し

ている。国際関係においてはイデオロギーより

ナショナリズムが大きな作用を果たしており，

マルクス・レーニン主義では現在の現実の問題

は解決できない［李１９７９，１―１０］。

文革は国際共産主義運動にも対外政策の面で

も有害だった。中国は外国の革命に口を出すべ

きではなかったが，海外に造反派が生まれ国際

的な影響が拡大してしまった。各国の社会主義

への移行の道は異なるという現実にもとづいて，

これまで「修正主義」と批判してきた西側諸国

の共産党主流派とは，非主流派からの批判を恐

れず関係改善を進めるべきだ。毛主席は「党は

党の関係，国家は国家の関係」と述べたが，実

際はそう簡単ではない。これまである時は党の

関係を妨げて国家関係を優先し，あるときは逆

であった。この矛盾を解決しなければならない

［李１９７９，５―７，１５―１８］。

李は対外関係におけるイデオロギーの有用性

を明確に否定し，国際関係において国家（主権

国家）の要素が党の要素に超越する現実を認め

た。これはそれまでの中共の対外認識の前提を

覆す見解である。国際共産主義運動の経験の総

括過程で，中共は国際関係における国家主権の

重要性を再発見したことになる。ただし李は同

じスピーチのなかで，ソ連との関係改善を求め

る党内意見に強烈に反対している。李によれば

ソ連は中国に現実の軍事的脅威を与え続けてお

り，中ソ問題は「民族の生存の問題」である」

［李１９７９，１０―１５］。つまり中ソの和解は，ソ連

が階級の敵だからではなく，中国の安全保障と

いう極めて現実主義的な理由から不可能という

のである。ここではソ連と敵対する理由付けが

大きく変化してきたことに注目したい。なお李

報告直後の１７日からは，王幼平代表がモスクワ

で中ソ国家間交渉を開始しているが，中国側は

その成果にもともと期待していなかったとも考

えられる。

このように１９７９年１０月の段階では，中共は国

際共産主義運動を実際の行動だけでなく理論的

中国における毛沢東外交の再検討
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にも見直し，主権国家を軸にその対外政策の再

構築を図り始めていた。毛沢東理論の妥当性に

ついて指導者レベルではすでに否定的な意見が

提起されていた可能性がある。しかし同時に彼

らはこの問題に慎重に対処せざるを得なかった。

国内では毛沢東の威信低下による中共の正統性

の動揺，国際的には各国の共産党・組織への影

響拡大が懸念されたからである。李一氓報告と

同じころ，北京市で一部の大学等が国際共産主

義運動史に関する討論会を開催した。討論会で

は知識人の側から鋭い批判が噴出したとみられ

る。党の内部資料を集めた中共天津市委員会党

校の『内部参閲資料』第４期号（総第５６期，１９８０

年１月２５日）には，この討論会の概要がいった

んは掲載されたが，その後「通知」によって回

収された。また党中央は１９７９年８月と８０年１月

に，対外工作の機密を守れ，党中央の決定には

従え，反対意見は定められた場と形式でのみ討

論せよと通達した［中共中央文献研究室１９８２，

２５２；�小平１９８０，２０］。影響の拡大を恐れ，指

導部は対外政策に関する討論を高級幹部レベル

に限定した。

３．党際関係の修正

国際共産主義運動に対する認識の変化を受

け，１９８０年からは党際関係のあり方が急速に整

理された。最初の取り組みは，１９６０年代初めに

国際反修正主義論争で舌戦を交えたイタリア共

産党との関係だった。

中共は国際反修正主義論争のなかでユーゴス

ラビアと対立したが，晩年の毛沢東は「一条線」

戦略の必要から同国との国家間関係の改善に意

欲をみせた。１９７８年３月の李一氓らのユーゴ視

察を踏まえ，中共は同国との関係をさらに強化

するため，同年６月にその共産党（ユーゴ共産

主義者連盟）との関係を復活させた［楊元恪

１９９２，３３２―３３３；『中華人民共和国日史』編委会

２００３a，１７７―１７８］。李はこの前例を踏まえながら

党際関係全体の整理に当たった。１９８０年３月か

ら６月にかけ，中央の指示により，国際共産主

義運動の現状を中心に「一部の重大な国際問題

に関して系統的な研究を行った」のである［朱

他２００２，３６］。

李は１９７９年初めには中央の同意を得て呉学謙

副部長をイタリアに派遣し，やはり国際反修正

主義論争中に激論を交わしたイタリア共産党と

内部接触を始めた［王・朱１９９２，３７４―３７６］。前

年春にはイタリアの武装過激派「赤い旅団」が

起こしたモロ元首相の誘拐・殺人事件で中国の

極左思想の影響が指摘されていたため［『人民

日報』１９７８］，共産党主流派と関係を改善して

汚名返上を目指す目的もあっただろう。水面下

の折衝を踏まえ，１９８０年４月，イタリア共産党

のベルリングエル総書記が訪中し，両党関係は

１４年ぶりに修復された［朱他２００２，３４］。この

とき�小平は過去の論争で中国側にも非があっ

たことを認めた［中共中央文献研究室１９８２，

６０２］（注１７）。『人民日報』は，双方の指導者が「完

全平等・独立自主・相互尊重の基礎の上に正式

に両党関係を回復させた」と報じた［『人民日

報』１９８０b］。１９８２年９月の「独立自主の対外

政策」の提起に際しては党際四原則が盛り込ま

れているが，これらはそのうちの３項目にあた

る。

党際関係の整理にあたってもっとも議論され

たのは，四原則の残りの１項目，「内部事務へ

の相互不干渉」だったようだ。１９８０年５月３１日，

�小平は胡喬木，�力群と会った。後述するよ

うにこれは「歴史決議」起草作業の一環であっ
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た可能性が高い。この時�はユーロ・コミュニ

ズムの問題に触れながら党際関係に関しこう言

及している。「ひとつの党が外国の兄弟党の是

非を評価する際，しばしばすでにできた公式や

ある種のステレオ・タイプ的な方案にもとづく

が，現実はこれがうまくいかないと証明してい

る。各国の党の国内方針や路線が正しいか間違

っているかは，その国の党とその国の人民が判

断することだ」［中共中央文献研究室１９８２，６０１］。

国際共産主義運動は国境を越えた同志間の共

闘を前提とし，互いの事情への干渉はその本質

に関わる問題だったが，国際反修正主義論争へ

の反省を経て，�は党際関係が国家間の壁を越

えられないと認めた。この談話記録は党内に広

く配布され，中国はソ連を含めた外国の兄弟党

が修正主義的かどうかについて論評を差し控え

るようになった。その後中共はスペイン，ギリ

シャなどのヨーロッパ共産党とも関係修復を進

めた。

アジアの兄弟党との関係は，現地の革命運動

への直接的インパクトの大きさから慎重に策が

練られた。前述したタイとの関係修正の後，最

初に着手されたのはビルマとの関係であった。

同国への大使経験がある李一氓は，１９８０年９月，

�の特使として同国を訪問し，ネ・ウィン大統

領に直接，ビルマ政府とビルマ共産党との和解

交渉の手助けを申し出た。翌月，ネ・ウィン大

統領が北京を訪れ，ビルマ共産党主席と会見し，

双方は代表団を派遣して平和交渉を行うことで

合意した［朱他２００２，３５；蒋２００２，４１］。

以後，中共は東南アジアとの関係では平和共

存五原則を突出させて，つまり国家間関係を党

際関係に明確に優先させて関係を処理すること

とし，現地の兄弟党とは物理的にも精神的にも

距離を置いた［張香山１９９２，２７］。１９８１年２月

のタイ訪問で，趙紫陽首相は次のように言及し

ている。「われわれとASEAN諸国の共産党との

関係は，主として政治的，道義的なものである。

われわれは，これらの国の共産党との関係がわ

れわれとASEAN諸国との友好協力関係の発展

にひびかないようひきつづき努力したい。……

われわれは従来から，革命の輸出に賛成してい

ないし，他国の内政への干渉にも反対してき

た」（注１８）。また８月には『人民日報』がシンガ

ポールのリー・クワンユー首相の厳しい発言を

紹介した。「自国の人民により良い社会制度と

より良い経済生活をもたらすため，共産主義や

共産党を必要としているASEANの国は一国も

ない。どのASEANの国の政府もみな，外部の

援助や干渉があるせいで自国の共産党は脅威に

なっていると確信している」［『人民日報』１９８１b］。

このようにして，�は中共の対外支援に関する

リーのかねての苦言を受け入れたのである。

国際共産主義運動の放棄と兄弟党間の相互不

干渉を前提とすれば，党際関係にもはやイデオ

ロギーの同一性を求める必要はなかった。この

ころから党際関係は国家間関係の補強に活用さ

れ始める。１９８０年７月，中連部は中央に社会党

との交流開始を提案し認められた。翌年２月に

はフランス社会党からミッテランが訪中した

［朱他２００２，３５］。大統領に当選するわずか３

カ月前である。以降，中連部の交流対象は全世

界の各種政党に広がった。

４．「一条線」戦略の揺らぎ

中国で国際共産主義運動が放棄され，国際反

修正主義論争への関与にも一定の反省がなされ

たことで，イデオロギーの面でソ連と対立を続

けなければならない理由は弱まった。そこで浮

中国における毛沢東外交の再検討
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上するのが，ソ連への反対を対外政策の中心に

据え，その対抗勢力を団結させて国際的なソ連

封じ込めを図る「一条線」戦略が適切かという

問いである。前述したように，「一条線」はす

でにアフリカ，イラン問題などで妥当性が疑問

視されていた。また中越戦争で国際社会が中国

への明確な支持を打ち出さなかったことで，団

結の実行可能性の問題も露呈していた。だが�

小平はあくまで対外政策の主軸をソ連との対抗

に据えることにこだわり，ソ連のアフガン侵攻

もあって，「一条線」戦略は当面継続された。

ただしこの戦略の前提となる世界情勢への認識

は，中国の国際社会への理解の深まりとともに

変化を続けた。

１９７９年１２月の「当面の国際情勢の若干の問題

とその展望」と題する党内文献は，日本・西側

諸国との「一条線」形成の困難について触れて

いる。「中国は彼ら（第二世界）との連合をさ

らに一歩発展させ，ソ連の覇権主義反対の統一

戦線を強化することを望んでいる。しかし今の

段階では中国の反覇権統一戦線結成のスローガ

ンを頻繁に叫ぶことなく実際的な工作を地道に

進めることに重点を置くべきである。……朝か

ら晩まで反覇権統一戦線結成を叫べば彼らは恐

ろしがり，やろうとしない」［高木１９８３，６２］。

つまりこの段階で中国は，「一条線」の形成

の難しさを認識しながら，対外的な態度を穏健

化させることで西側諸国との団結を維持しよう

としていた。これは同月の大平首相の訪中でも

確認できる。大平に対し，�はベトナムにおけ

るソ連の基地建設が日米両国に脅威を与えてい

ることを熱心に説明した［外務省１９７９b］。外務

省の中国課は，このような中国の主張には変化

はないが，「むしろその表現が一昔前の絶叫調

ないしいいつぱなし風から，冷静な説得調と言

いうるまでに変わつてきた」点に注目している

［外務省中国課１９７９］。

年末のソ連のアフガニスタン侵攻は，「一条

線」の継続を唱える�らの勢力にとっては久々

の追い風であった。アフガニスタンでは１９７３年

７月のクーデターによって内政が不安定化して

いた。１９７９年９月，アミン首相の勢力がソ連に

近いタラキ革命評議会議長を暗殺したことで，

ソ連は同国に武力攻撃を開始し，アミン新政権

を転覆させた。１２月３１日の『人民日報』の社説

は，これを１１年前のチェコスロバキア侵攻に続

くソ連の軍事干渉，ベトナムのカンボジア侵略

と「全く同じ手段」と位置づけ，ソ連の拡張姿

勢への警戒を世界に強く呼びかけた［『人民日

報』１９７９c］。西側諸国も一斉にソ連を非難し

た。アメリカはSALT−Ⅱの批准を延期し，ソ連

への食糧輸出を凍結し，米ソ関係は再び冬の時

代を迎えた。

１月上旬，アメリカのブラウン国防長官が訪

中した。ソ連のアフガニスタン侵攻を経て，カ

ーター政権は中国に対して防衛レーダーや通信

機器など非殺傷性の軍装備品を提供する決定に

踏み出した［Mann２０００，１１０―１１１］。ブラウン

との会見で�は「ソ連の覇権主義的政策とグロ

ーバルな拡張主義政策はあれそれの要素でなん

ら変化するようなものではない」とその悪質性

を改めて強調し，「米中両国は世界平和の擁護

とソ連の覇権主義への対抗のために地道に助け

合っていかねばならない」と両国間の戦略的協

力を唱えた［『人民日報』１９８０a］。米ソのデタ

ントの進展によってソ連を仮想敵国とする米中

間の「暗黙の同盟」関係はしばらく後退してい

たが，この訪中を境に状況は一転した。中国は
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アメリカの偵察衛星の情報など先進的な軍事技

術の恩恵を受けるようになった［Mann２０００，

１１１］。米中両国は軍事関係者の頻繁な相互訪問

を開始し，秋にはソ連の核実験監視のための２

施設を新疆に建設するなど，軍事協力を急速に

深めた［謝１９９５，２］。

１月１６日，�は「８０年代の三つの任務」と題

する講話を行った。これにはソ連への対抗がい

かに重視されていたかが明らかである。�は「国

際的事務のなかで覇権主義に反対し，世界平和

を擁護していくこと」を祖国統一と経済建設と

並ぶ「８０年代の三つの任務」に位置づけ，こう

述べている。「８０年代が危険な年代になるとい

うことは全世界が予測している。……覇権主義

への闘争は，ひとつの深刻な任務として，初め

から終わりまでわれわれの国家と全国の人民の

日程に上り続けるだろう」［�小平１９８０，１］。

中越戦争後にやや勢いを失っていた「一条線」

戦略は，米中関係に大きな進展がみられたこと

で再び活力を得た。だがその一方，党内の国際

情勢への認識には徐々に変化が生じ始めていた。

これには国際社会との交流の増加が影響してい

るようだ。１９８０年春，華国鋒の前年秋のヨーロ

ッパ訪問に同行した新華社国際部主任，陳伯堅

のスピーチが，かなり広い範囲の幹部に配られ

ている。陳は従来の「一条線」戦略の正しさを

肯定する一方，国際的な団結を達成する難しさ

をこう告白している。中国は経済力が小さいた

め，欧米諸国が売ろうとする軍事・科学技術製

品を購入できず，あるイタリア人は中国の３０倍

の貿易量をもつソ連の意見を無視できないと指

摘した。「覇権反対の事業を推し進めようとい

っても，われわれに今できるのは声を高くして

訴えることだけで，相手に示す能力が何かある

わけではない。……国内的にいっても，われわ

れの人民の生活は長い間改善されておらず，今

後もこの状況を続けていくわけにはいかな

い！」 陳は当面の間，覇権主義反対より経済

発展に努力することの方が中国にとって重要と

示唆している［陳伯堅１９８０，１８―２０］。

１９７８年の段階で「一条線」戦略は�小平によ

る対外開放の始動を理論的に正当化する重要な

役割を担っていた。しかしこのころには改革開

放による経済建設は規定路線として定着しつつ

あった。「一条線」の理論的重要性は著しく低

下し，少なくとも短期的にみて中国にそれを実

現する能力はないとみなされ始めていたのであ

る。

さらに５月２７日には前述の宦郷が所属する社

会科学院の院長・胡喬木を通して中央に報告書

を上げた。宦は直前に日本や英国を訪問し，そ

こで接触した先進諸国の各界人士の国際関係に

対する考え方を紹介することで，「一条線」戦

略の継続を次のように強く批判した。これらの

国のカンボジア問題やアフガン問題への対応策

から見て，先進諸国ではソ連に対する妥協主義

が渦巻いている。アメリカと日・欧の信頼関係

は相当低下しており，西側の経済は当面好転の

見込みがなく，これらの国の間の対立は今後激

化する。また（指導部の従来の認識と異なり）先

進諸国は実際にはソ連だけでなく中国の強大化

をも恐れ，中ソ間に過度の対立も和解もないく

らいが適切と考え，台湾，ベトナム，東南アジ

アに対中牽制力を育てようとしている［宦１９９４，

６４７―６５０］。

つまり宦は，先進諸国の対外認識の現状を指

摘することで，先進諸国間，また中国と先進諸

国との「一条線」上の団結に世界平和維持の希

中国における毛沢東外交の再検討

19



望を託し，「一条線」にもとづく先進諸国の対

中協力を中国の現代化に役立てようとする構想

に現実味が欠けていると問題提起したのである。

だがこの報告書は，状況認識では中央から一定

の承認を得たものの，ソ連の対外拡張の継続を

理由に「一条線」戦略の修正は行われなかった

［宦１９９４，７１１―７１２］。

様々な問題提起にも関わらず「一条線」戦略

が堅持されたのは，かねてこれを推進していた

最高指導者�小平の強い意向とみるのが自然で

ある。�は５月５日のギニア大統領との会談で，

自ら７回モスクワに足を運んだ中ソ論争を回顧

し，「論争の発端はソ連が中国をコントロール

しようとしたことだ」とソ連を批判した。その

上でソ連が世界の安全保障に脅威を与えて続け

ていることを強調し，「今の選択は，みなが連

合して立ち上がり，アフガニスタン問題とカン

ボジア問題でソ連の覇権主義を押さえ込むこと

だ」と，従来の「一条線」戦略の継続を唱えた

［中共中央文献研究室１９８２，５８８―５９０；外交部档

案館１９９８，２２６］。

Ⅲ 「歴史決議」と第三世界への接近

１．「歴史決議」の起草と対外認識の動揺

１９８０年２月下旬，中共第１１期五中全会が開か

れ，汪東興，姫登奎など華国鋒を除く「すべて

派」の主要メンバーが重要ポストから追放され

た。また再建された総書記ポストに胡耀邦が就

任して次世代のリーダーとしての立場を固め，

文革で�小平とともに失脚した故・劉少奇国家

主席の名誉回復が実現した。経済面では３月に

中央財経領導小組（趙紫陽組長）が再建され，

経済政策の立案機構として前年７月に設立され

た陳雲らの国務院財政経済委員会に取って替わ

った。こうして「すべて派」がほぼ退陣し，陳

雲の勢力も後退した［田島２００２，４７０―４７１］。�

小平のグループが党と国家の重要ポストを占め，

党内の指導権を固めたことには，前述したよう

な米中関係の好転が影響した可能性もある。こ

のような党内情勢のなか，�は３月から「建国

以来の党の若干の歴史的問題に関する決議」

（歴史決議）の起草作業に取り掛かった。

�小平は作業の目的をこう簡潔に表現してい

る。「過去を総括するのは，みなを団結一致に

導いて前を向かせるためだ」［�力群２００５，２４６］。

つまり毛沢東の歴史的評価を確立することでそ

の功罪論争にピリオドを打ち，中共の権威を再

度確立し，人々を国家建設に再び邁進させる狙

いであった。しかしこの過程で，中国に１０年の

動乱をもたらした文革，さらには建国以来の中

共の成果をどのように評価するかが再び問題化

し，対外政策を左傾化させ文革をもたらした要

因としての国際反修正主義論争に注目が集まっ

た。討論は毛沢東の対外政策の延長として行わ

れていた既定の対外路線をも批判し，これを受

けて同年末には「一条線」戦略が放棄されるこ

とになる。

「歴史決議」の起草は内政の必要であったが，

それをどのように記述するかは外交とも密接に

関連する問題だった。前述のように毛沢東時代

には革命に向けた世界情勢認識にもとづいて国

内政策が決定され，外交と内政は理論的に関連

付けられていた。「九評」を頂点とする国際反

修正主義論争は文革の重要な要因とみなされて

おり，しかも論争によって始まったソ連との対

立は依然継続中だった。国際反修正主義論争へ

の取り組みは，「歴史決議」推敲の過程で再び
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党内討論の対象となり，既定の対外路線の批判

につながった。だが対外政策における毛と�の

連続性が議論の方向を制約した。対外政策の転

換は最高指導者となった�の威信に関わる問題

であり，指導部はこれに慎重に対応した。

３月１９日，�は作業責任者となる胡耀邦，執

筆グループのリーダーの胡喬木，メンバーの�

力群を集め，起草作業の原則を話し合った。�

は今後も毛沢東思想を掲げていくことの重要性

を強調しながら，毛の評価問題には左派党をは

じめ国際的な関心が高いことに注意を促した

［中共中央文献研究室１９８２，５４３；中共中央文献

研究室２００４，６０９―６１１］。こうして作業は毛沢東

の罪より功の面を強調する原則に則って始めら

れた。最初の草稿は７月には完成し，書記処会

議で基本的な承認を得た［�力群１９８１a，３０］。

８月後半の中央政治局拡大会議では，各専門グ

ループ（小組）がそれぞれの観点から草稿に批

判を加えた［中共中央文献研究室２００４，６６８］。

なお筆者のインタビュー（２００２年１１月）によれ

ば，この専門グループのなかには外交問題のグ

ループもあった。

ここにいくつかの国際的な事件が重なり，中

国の対外認識は大きく動揺する。７月，親台派

として知られ，台湾との外交関係の回復を唱え

ていたロナルド・レーガンがアメリカ共和党の

大統領候補に指名された。８月，『人民日報』

はレーガン候補を批判する論評を多数公開し，

�小平と黄華外相は訪中したブッシュ副大統領

候補に強い懸念を表明した［中共中央文献研究

室２００４，６６７―６６８］。ポーランドでは，７月から

９月にかけて労組「連帯」が全土でストライキ

を展開した。中国の指導者は１９５６年，６８年のよ

うなソ連の東欧への武力干渉を警戒する一方，

自国でも経済問題を契機に社会不安が爆発する

可能性を懸念した［胡喬木２００２，２８７―２９０；国分

１９９２，４６―４７］。中国は「連帯」運動に支持を表

明せず［中嶋１９８２，１６８］，ソ連も武力干渉を行

わなかったため，この問題をめぐる両者の意見

は図らずも一致することになった。中国の指導

者たちは，米中の「暗黙の同盟」関係の進展に

貢献した共和党の候補から内政干渉的な発言を

受け，ソ連の意外に自制的な姿勢を目の前にし

て，大きく困惑した［『理論動態』１９８０，１２］。

さらに中国側の理解を苦しめたのは９月から

のイラン・イラク戦争である。１９７９年１１月，反

米姿勢を強めるイランでアメリカ大使館占領事

件が発生し，アメリカをはじめ西側先進諸国は

暫定政権の国際法違反を強く非難した。しかし

中国はイランがソ連と結ぶことを強く警戒し，

１９８０年からイランに急接近し，５月にはユーゴ

スラビアのチトー大統領の葬儀に際して華国鋒

とイラン外相との会談を実現させていた

［Garver２００６，６６―６８］。

冷戦史研究の権威，ウェスタッドはイラン革

命の世界史的意義を次のように表現している。

「イスラームは，第三世界自身を中心に据え，

西側の（資本主義と共産主義の）双
�

方
�

の
�

近代化

の試みを攻撃しうるイデオロギーを提供」し，

第三世界中心の非同盟運動の新たな形として登

場した（括弧・傍点ママ）［Westad２００５，２９５］。

ソ連への追随か反対かという二項対立を前提と

した毛沢東の対外政策は，どちらにも分類でき

ないイスラームが国際政治の新たな勢力として

浮上するとほどなく行き詰った。イラン・イラ

ク戦争で米ソはともに戦争を仕掛けたイラク側

に好意的な立場をとったが，中国は「武力衝突

は（両国の）共通の敵に有利なだけ」とする一

中国における毛沢東外交の再検討
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部のアラブ国家の見解を『人民日報』上に紹介

するに留まった［林１９８０］。

２．四千人大会

１０月中旬，「歴史決議」は俗に四千人大会と

呼ばれる高級幹部の「空前の大討論」の過程に

入った。ここで文革への評価が重要な論点とし

て取り上げられたことは間違いない。現在公開

されている断片的な資料からはさらに，大会で

は文革の起因としての国際反修正主義論争，ま

たその後の中ソ対立についてもかなり議論がな

され，これが中共の国際情勢に対する認識転換

へのひとつの動因となったことが強く示唆され

ている。

１０月１２日以降，「歴史決議」の草稿が全国４０００

人の高級幹部に配布された。これに当時中央党

校で学んでいた１５００人あまりの幹部が加わって

四千人大会が開催され，１１月下旬までの間，草

稿に関する党内意見が幅広く集められた［�力

群２００５，２５２］。

大会の討論内容を直接示す資料は公開されて

いないが，討論の責任者と�小平とのやり取り

から大会の様子をうかがうことができる。１０月

２５日，�小平は討論を率いた胡耀邦や胡喬木と，

毛沢東の評価問題，情勢判断の基礎となる戦争

可能性の見積もりの問題について話し合ってい

る。毛沢東への評価問題について�は「あのよ

うな異常に緊張した戦争の環境において，内部

に悪人を発見し，警戒を強めるのは必要だった。

……客観的にいって，環境は本当に緊張してい

た」と述べ，文革の発動に至る中国政治の左傾

化を外部要因から正当化している［中共中央文

献研究室１９８２，５４９―５５０］。この発言には当事者

として中ソ間の緊張の原因が中国側にあること

を認めたくないという�の姿勢が垣間見えるが，

他方で中ソ論争をどう評価するかという問題が

大会で議論されていたこともうかがえるのであ

る。

ソ連の脅威の大きさを測る戦争見積もりの問

題は，過去についてのみでなく極めて今日的な

課題として認識されたようだ。かつて中ソ論争

は武力衝突に発展し，国家の資源は経済建設で

はなく国防に優先的に配分された。つまりこれ

は中国が今後経済建設にどれだけ力を注ぐこと

が許されるかという内政上の問題でもあった。

大会では指導部の戦争可能性への見積もりが高

すぎるという指摘があったようだ。２５日の話し

合いで，�は世界大戦の到来はなお不可避とし

つつも，「（米ソ）双方の戦略的配置がまだ完成

していない」ため，戦争がそれまでの想定より

長い間起きそうもないことを認めている。以上

の�の発言記録は，「歴史決議」の草稿に対す

る�小平の意見とともに，１１月１日に中央政治

局委員と書記処書記，さらには大会の各組責任

者に配布された［中共中央文献研究室２００４，６８５

―６８６］。

１１月６日には，胡喬木が大会の修正意見を踏

まえ，起草グループを代表して�と中央政治局

に書簡を送っている［中共中央文献研究室２００４，

６８９；胡喬木２００２，２９５―２９９］。この書簡には，大

会で国際反修正主義論争について議論がなされ，

中ソ関係の悪化について否定的な観点が提示さ

れていたことが示されている。胡はこう認めて

いる。

国際反修正主義問題は，限定的な範囲で慎

重に一段落書くべきです。書かなければ「文

化大革命」の説明が難しくなりますし，……

完全に触れないと世界の世論はこれが意図的

に覆い隠されたのだと認識するでしょう。個
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人崇拝反対への批判，平和共存への批判，ユ

ーゴ共産党とイタリア共産党への批判，また

「文化大革命」の間にいくつかの問題におい

て毛沢東思想と「文化大革命」を擁護するか

どうかで線引きしたのではないかということ，

これらについては短い適切な言葉で誤りを正

さねばなりません［胡喬木２００２，２９５―２９９］。

胡喬木の書簡は，間接的な表現ながら中ソ論

争の論点や「以ソ劃線」の問題点に触れている。

毛沢東の責任問題と絡め，大会ではそもそも中

国はなぜソ連と論争し，今も対立を続けている

のかという問題を「歴史決議」で取り上げるよ

う，多くの幹部からの要請が提示された可能性

が高い。同年前半までに中共は国際反修正主義

論争への取り組みを総括し，党際関係の整理を

行って兄弟党との関係改善を図っていた。しか

しそのなかでは，過去の国際反修正主義論争に

対する中国側の認識は公式には表明されず，ま

た問題の核心としての中ソ論争についての評価，

そしてソ連との対立継続の是非は棚上げされて

きた。大会の議論はこの点を突いていたとみら

れる。

�は胡の書簡を政治局に転送した。１１月１０日

から１２月５日にかけて開催された政治局会議は

党内多数派の意見にもとづいて胡の意見を承認

した［中共中央文献研究室２００４，６８９］（注１９）。

３．「一条線」の否定とプラント契約の破棄

改革開放の始動にあたって，�は毛沢東の階

級的理論，三つの世界論に依拠した「一条線」

戦略を強調し，西側先進国との政治・経済的な

団結を強化し，これらの国への対外開放を進め，

高まるソ連の脅威を抑止しながら中国の経済建

設を進める構想を打ち出した。しかし「歴史決

議」の議論の高まりとほぼ並行して，中国の指

導部はこの初期の対外開放構想を大きく修正し

ていくことになる。

四千人大会での討論と同じころ，実務者の側

からも対外政策に関する詳細な意見書が提出さ

れていたようだ。関係者の証言に若干のずれが

あり，時間的にはやや不正確だが，中連部の李

一氓常務副部長は１９８０年半ばから８１年初頭にか

けて部内に専門グループを組織して国際問題を

研究した。その成果は「討論稿」として６回に

わたって中央に送られた。グループのメンバー

によると，その内容は◯１世界革命の形勢，◯２国

際共産主義運動大論戦，◯３ヨーロッパ国際主義

運動，◯４「三つの世界区分」とその問題，◯５ソ

連経済発展状況およびその前景，◯６新しく建設

された左派党と組織の状況，◯７われわれの工作

の経験と教訓，などであった［兪２００２，８５；朱

他２００２，３６］。

この「討論稿」については，李と個人的に親

しく，すべての原稿に対して意見を求められた

何方（社会科学院日本研究所所長）が後に詳しい

説明を行っている。何によれば，三つの世界論

とそれに依拠する「一条線」戦略については，

李は１９７０年代から独自に考察を始めていた。李

が「討論稿」で示したのは次のような考えであ

った。第１に，三つの世界論はソ連に反対した

いという中国の主観的随意性によって世界を分

けただけで，客観的な理論として成立しない。

ソ連に賛成するかどうかで友敵を分ける「一条

線」戦略は，中国を国際的にかなり孤立させて

おり，改革開放を行うなら変更しないわけには

いかない。第２に，中国はかつて非現実的・教

条主義的に戦争の危険を強調してきたが，いつ

か戦争は起きるといい続ける限り人々をしっか

りと建設に向かわせることができない。戦争の

中国における毛沢東外交の再検討
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見積もりは徹底的に緩和すべきである。何の説

明によれば，第１の点は比較的すぐ中央に受け

入れられ，以後正式な文書や講話のなかでは三

つの世界論に言及しないよう定められた。しか

し第２の点に関しては，中央の認識が徹底的に

改められたのは１９８０年代半ばであった［何２００２，

５１―５２］（注２０）。

後世の中連部では，�は李と親しかったため

その意見を聞き入れたと語られている（注２１）。李

が�に実際どれだけ影響力をもっていたのかは

不明である。ただしこのころ党中央が「一条線」

を断念し，またソ連との対立をイデオロギー対

立ではなく主権国家間の力のぶつかり合いとす

る見方を肯定したことはほぼ間違いないであろ

う。中連部の幹部で，「歴史決議」の起草に関

わっていた兪邃は，その作業の過程で�の中ソ

対立への認識が「階級的」理論から切り離され

たことを次のように示唆している。

（�小平は歴史決議の制定を取り仕切るなか

で）わが党の，いまだかつて動揺したことの

ない独立自主の決意，どのような外来の圧力

を前にしても屈服せず何者をも恐れない精神

を，充分に肯定した。まさに独立自主原則を

堅持するための長期間の闘争の基礎の上に，

�小平同志を核心とする党の第二代の指導者

集団は党際関係の四原則を総括し提起したの

だ［兪１９９７，９２］。

中ソ論争・中ソ対立の歴史が回顧され，ソ連

との長年の対立は党内ではソ連の中国に対する

主権侵害への抵抗という面から正当化が図られ

た。つまりソ連の圧力に抵抗した「独立自主」

の対外経験が強調されたのである。これ以降，

中共は国家主権の重要性を前提とする近代主権

国家体制に全面的に寄り添っていく。

当時の中共の認識転換には不明な点が多く，

全体像の解明は現時点では困難である。後述す

るように当時の国内経済の混乱が一因になった

可能性もある。ただし中国が取り立てて大きな

国際的事件に関与していない情況の下で，おそ

らくは国内情勢の展開を動因として，世界情勢

に関する認識転換がもたらされたことは注目に

値する。

�は少なくとも１０月３０日までは「一条線」戦

略にもとづく対外開放構想を基本的に維持して

いた。オランダの首相との会見で「現在の国際

情勢はまさに雨風が揺れ動くように不安定だ。

中国，日本，ヨーロッパ，アメリカおよびこの

一条線上の第三世界の各国が協力，協調して行

動することが求められており，またこれは共同

の認識的な基礎の上でのみはじめて可能なの

だ」と言及している［中共中央文献研究室２００４，

６８６―６８７］。しかし１１月前半を境に�小平の対外

認識は変化し，同様の発言はみられなくなった。

同じころ，胡喬木は陳雲と２度にわたって「歴

史決議」の起草問題を討議し，毛沢東の責任問

題などについて話し合っている。１１月から１２月

にかけての政治局会議を前に，�小平，陳雲，

胡喬木の三者の間で緊密な意見交換がなされた

と推測される［中共中央文献研究室２０００，２６０―

２６１］。

�は１５日には，クリスチャン・サイエンス・

モニター紙の取材で，中ソ関係について「中ソ

論争は始まったころはイデオロギー面での問題

だったとしても，後にはイデオロギーを遥か遠

くに超えてしまった」と言及し，主権国家とし

ての立場からソ連との対立はやむをえないと指

摘している［中共中央文献研究室２００４，６９１］。

２４日のスペイン共産党代表団との会見では，党

24



際関係について，「いずれの国の事情について

も，その国のマルクス主義者と共産主義者が自

分で判断」すべきだが，この原則に関する「わ

れわれの自覚はかなり遅かった」と述べ，兄弟

党との関係にも国家間関係が優先する原則を改

めて認めている［中共中央文献研究室２００４，６９２］。

１１月１８日の『内部参閲資料』には，宦郷が６

月にハルビンのソ連経済討論会で行った報告が

急遽公開された。報告は国際関係を主要国家間

の力のバランスで成り立つものと捉え，毛沢東

の三つの世界論を階級的観点ではなく当時の国

際関係の現実に則して正当化した。米ソ間でソ

連が攻勢にあった当時，ソ連と力の均衡を保て

るのがアメリカのみであったから毛沢東は「一

条線，一大片」を唱えたのであり，状況が変化

すればその判断は変わり得ると強調した。また

日本や欧米の現実を指摘し，現在これらの国々

には中国と団結しようという意思はないと指摘

した［宦１９８０，９―１６］（注２２）。つまり三つの世界

論にしろ「一条線」にしろ理論的に絶対ではな

く，限定的な国際情勢の下で有効であるにすぎ

ないというのである。

「歴史決議」討論を経て，国際関係をイデオ

ロギーではなく国家間の勢力均衡から捉える見

方が整理されたことで，毛沢東の三つの世界論

と「一条線」戦略の絶対性は否定され，それに

依拠した�の対外開放構想は理論的に突き崩さ

れることになった。これを端的に示すのが西側

先進国との団結の象徴とされていたプラント導

入契約のキャンセルである。１１月２６日，ルーマ

ニア総理との会見で�は次のように言及し，ソ

連を世界的な脅威とみなして「一条線」戦略を

推進するなかで西側先進国からの経済的協力の

獲得に舞い上がっていた過去を反省している。

「（１９７６年に）『四人組』を打倒してからの２年

間，われわれは教訓を受けた。自分については

っきりとした見積もりや判断ができず，盲目的

なところが大きく，経済建設のバランスが著し

く損なわれていたのに認識が足りなかった。…

…外国人がわれわれに金を貸そうとしていたの

は，彼らが金儲けをしたかったからだ。われわ

れにはこの面での経験が乏しく，導入するプロ

ジェクトや技術について理解が足らず，たいへ

ん盲目的で，危険な状態にあった」［中共中央

文献研究室２００４，６９４］。年末から１９８１年初めに

かけて，中国は国際的な慣例を破って７８年に契

約した２１件の大型プラント導入計画の中止を次

々と公表した。

確かにこのころ，１１期三中全会以来の経済改

革が景気の過熱を生み，財政赤字やインフレが

深刻化し，中国国内に大きな不安感を与えてい

た［田 島２００２，４８０―４８１；上 野１９９０，７］。大 型

プラント導入計画は「金食い虫」として再び批

判の対象となり，１９８０年夏の人事異動で経済テ

クノクラートが台頭すると，９月４日の第５期

全国人民代表大会第３回会議では宝山製鉄所建

設に関する質問書が提示されていた［陳錦華

２００７，１６６―１６８］。ただしその後の経緯からして，

契約キャンセルは経済的困難に対する指導部の

熟慮の結果だったようにはみえない。国分は詳

細な分析に基づいてこの決定が官僚機構からの

ボトムアップというより指導部からのトップダ

ウンでなされたと指摘する。しかしキャンセル

が公表され日本政府などが対応に乗り出すと，

最高指導者である�小平ひとりがすぐに計画の

復活をほのめかし始め［『朝日新聞』１９８１］，実

際に計画のほとんどは海外からの融資を受けて

後に再開された（注２３）。「歴史決議」や中連部の

中国における毛沢東外交の再検討
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意見書を受けて，またこれに当時の経済不安も

加わって，「一条線」戦略およびそれにもとづ

いていた急進的な経済建設政策が指導部内で否

定されたため，プラントのキャンセルはそのあ

おりで決定されたと考えられるのである（注２４）。

１２月２日から４日にかけて，�は胡耀邦や胡

喬木と「中共中央政治局会議通達」の修正作業

を進め，中央政治局会議は５日にこれを承認し

た［中共中央文献出版社２００４，６９６］。通達は中

国経済の困難の原因を華国鋒が推進した「左」

傾的な政策の結果と位置づけ，華が党主席，軍

事委員会主席などのポストから辞任することを

告げた［中共中央文献研究室１９８７，２２９―２３１］。

党主席には胡耀邦が，軍事委員会主席には�小

平が新しく就任することになった。１２月１６日か

らの中央工作会議の開幕式では，陳雲が「外国

の資本家を歓迎するなかには警戒が必要だ。こ

れをいうのは，われわれのなかの一部の幹部が

この事実についてあまりにも楽観的過ぎたから

だ」と調整の必要を強調した［中共中央文献出

版社２０００，２３４―２３５］。会議は厳しい緊縮財政を

提起し，プラント導入契約のキャンセルに着手

することを正式に決定した［中共中央文献出版

社２０００，２６３；２００４，７０６］。

�小平の対外開放構想を支えた毛沢東の「一

条線」戦略の理論的正当性は，指導部内で完全

に，しかし密やかに否定された。これは「歴史

決議」での党内意見や実務者の提言を踏まえた

ものであった。ただしその決定の過程は�小平

と�に近い人々によって独占されていた。「歴

史決議」は�の腹心の胡耀邦や胡喬木によって

議論の方向性が制約され，対外政策に関する提

言も内部の正式なルートを通して外交問題の責

任者であった�小平やその側近に直接上がって

いたであろう。その結果，「一条線」とそれに

もとづく急進的な経済政策「洋躍進」の失敗は

�小平批判には結びつかず，権力の舞台を去り

つつあった華国鋒に帰せられた。人事上の布石

を経て，１９８０年の秋には党内における�の指導

的地位は磐石となり，いまや�を脅かす勢力は

不在であった。１１月の政治局会議では胡耀邦が

こう述べていた。「外国人は誰が（中共の）主

席になろうとも，中央の最高指導者における「政

策決定者」は小平同志だといっている。これは

彼の実際の能力に関していっているのだ。……

私はすべての党員にこの点を明確にするよう提

起したい」［国分１９９２，３８］（注２５）。

毛沢東再評価の過程で「一条線」戦略は理論

的に否定されたが，それに替わる理論は提起さ

れなかった。改革開放はこのころにはすでに中

国の既定路線であった。こうして対外政策と経

済政策の理論的結びつきは断ち切られ，中共は

改革開放路線を堅持しながら対外政策と経済政

策を別個に策定していく思想的自由をようやく

獲得した。

毛沢東流の階級的理論にもとづく国際情勢の

理解を脱した指導部は，早速いくつかの調整を

進めた。年末には（社会科学院の影響下と推定さ

れるが）国際関係史研究会の成立大会が開かれ，

勢力均衡問題やソ連に対する西欧の妥協政策の

問題が話し合われた［『人民日報』１９８１e］。１９８１

年１月には，それまで党際関係を担当する中連

部の下に置かれていたソ連研究所が中国社会科

学院下に移行し，同国に関する学術的な研究を

開始した［中国社会科学院俄羅斯東欧中亜研究所

ウェブサイト］。なお，中共が１９８２年９月に開催

された第１２回全国代表大会の政治報告で正式に

「独立自主の対外政策」を提起した際，対外政
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策部分を起草したのは，社会科学院院長でもあ

った胡喬木である［Barnett１９８５，１４，１４６ no.７］。

胡は外交の専門家ではないが，「歴史決議」起

草の段階から中国の対外政策の見直しに深く関

わっていた。

４．対米関係の動揺

「一条線」戦略の否定は，新たな対外政策を

どう策定していくかという問題を中国の指導者

に提示した。このころちょうどもち上がったの

が米台関係の問題である。１９８０年１１月，レーガ

ンが「強いアメリカ」の復活を唱えてアメリカ

大統領に当選し，翌年１月の就任式に台湾の代

表を招待したため，年末から米中関係が一気に

緊張した［中共中央文献研究室２００４，６９８―６９９，

７０３―７０４；中共中央文献研究室・軍事科学院２００４，

１８１―１８５；黄２００７，２５８］。ソ連を諸悪の根源と

位置づけていた理論的な理由付けがすでに解消

されていたため，中国の指導部はより自由な観

点から世界の戦略バランスを見直し，米中関係

強化の替わりに第三世界との関係を推進して世

界の勢力均衡を維持しようとした。

年末には�小平はアメリカの中国観に苛立ち

を募らせていた。例えば１２月２５日，米中関係の

歴史的仲介者を果たしてきたパキスタンの外相

にこう不満を漏らしている。「レーガンの台湾

問題での後退は彼の見方を反映している。第１

に中国自身にはたいした力はなく，経済的，さ

らに軍事的には取るに足らない存在だというこ

とだ。第２にグローバルな戦略上，中国はアメ

リカに依存しているがアメリカは中国に依存し

ていないと考えていることだ。第３にアメリカ

がソ連に対して強硬で対抗的な政策を採ってさ

えいれば，台湾問題とその他の問題でアメリカ

が何をしても中国は我慢して呑まざるを得ない

と考えていることだ。われわれからすればこれ

は全く正反対だ」［中共中央文献研究室２００４，

６９８］。ソ連に対抗するためにどこまでアメリカ

との連携を続けるのか，これはまさに１９８１年の

中国外交の課題となった。

中国を特に刺激したのが戦闘機売却問題であ

る。レーガンの当選からほどなく，アメリカ国

務省は台湾への武器援助再開に向けて動き出し

ていた。台湾当局は防空体制の中核をなすF５

E戦闘機の後継機としてより高性能なFX機の売

却を要求しており，中国は反発した［高木２００１，

１３２］。１月２日，中国はアメリカへのみせしめ

として，前年１１月に台湾への潜水艦輸出を決定

したオランダに外交関係の格下げを通知した

［王１９９９，１３８０］。

１月１６日には�小平の提案で政治局会議が開

催され，レーガン就任式問題が議論された。翌

日中国は異例の対米非難声明を発表した。アメ

リカは台湾代表が病気のため就任式を欠席する

と発表し，問題は表面的には一応収束した［中

共中央文献研究室２００４，７０５，７０７］。

しかし対外政策をめぐる指導部の動揺は収ま

らなかった。争点はソ連との全面的対決の継続

が適切かどうかに移ったであろう。前年中，中

ソ対立はソ連の中国に対する主権侵害という点

から正当化されていたが，アメリカもソ連と同

様に中国の主権に脅威や圧力を加えているでは

ないかという指摘が出るのは必然であった。１

月下旬には対外政策に関する政治局会議が２回

開催され，２３日の会議で�小平がこう指摘して

いる。「対外政策には三つの問題がある。国際

情勢をどのように判断するか，どのように三つ

の世界区分をみるか，どのように米国とソ連に

対処するかだ。この三つの問題は，じっくりと

中国における毛沢東外交の再検討

27



討議する必要がある」［中共中央文献研究室２００４，

７０８―７０９］。

前年末の対外認識の修正を踏まえ，指導部は

パワーの観点から国際政治を観察し，世界の秩

序をアメリカおよびソ連に代表されるグループ，

その双方に加わらない第三世界グループの三つ

の勢力の間の均衡という観点から捉え始めた。

後述するように，中国はその春から毛沢東が三

つの世界論で指摘した第三世界の政治力を再評

価し，これらの国々に再接近を図っている（注２６）。

２月，「ソ連の経済発展状況とその未来」と

題する李一氓らの最終「討論稿」が提出された。

執筆者の１人によれば，その執筆は「討論稿」

のなかでもっとも難しく，李と副部長の喬石が

熱心に取り組んだ［兪２００２，８５］。中連部は１９７８

年にはすでにソ連の経済力の低下を指摘し（注２７），

中連部から独立したばかりのソ連東欧研究所の

『蘇聯東欧研究』創刊号は，ソ連の軍事力の膨

張に強い警戒を示しながらも，ソ連が国内経済

の弱体化や東欧の不安定化などの困難に直面し

ていると分析していた［� １９８１，４―６，９］。こ

の最終「討論稿」は，ソ連は国力低下のため今

後対外拡張を続けるのは難しく，米ソの戦略的

関係においてはアメリカがより攻勢に転じると

分析し，ソ連への反対を基軸として策定されて

いた対外政策を改め，アメリカとは外交上距離

をとるよう指導部に提起した可能性がある。

外交部が編纂したある書籍は，中国が１９８０年

代初めに「一条線」を諦めたことを次のように

理由付ける。ソ連はアフガン戦争で弱体化し，

アメリカはベトナム戦争の傷跡から国力を回復

し，米ソの（世界）争奪状態は長期的な持久段

階に入った。このような状態の下でそのどちら

かに全面的な支持を与えることは「世界の戦略

的バランスに影響し，国際情勢の安定に不利に

なる」と判断された。そのため中国は第三の勢

力である第三世界との連携を強化することで，

「世界の多極化」を推進し「世界の戦略的バラ

ンスを保つ」政策を打ち出した［田１９９３，４―５］。

２月１１日には政治局会議が開かれ，�小平が

こう主張している。「われわれの戦略的方針は

国際的な反覇権統一戦線を打ち立てることだ。

われわれのスローガンは覇権主義反対，世界平

和擁護で，この構造は変えるべきではない。…

…ソ連に対しては……両国関係を回復させるた

めの交渉には慎重になるべきだ。新しい大きな

状況が生まれない限り（例えばソ連のアフガン

撤兵），両国関係の交渉は再開すべきでない」，

「三つの世界区分は，毛主席が晩年に提起なさ

ったもので，重要な貢献だ，われわれは実際は

毛主席のこの思想にもとづいて行っているの

だ」［中共中央文献研究室２００４，７１１―７１２］（注２８）。

この発言から，�はこの時点でもソ連への警戒

を緩めず，対外政策全体としてはソ連への反対

を継続するよう主張していたことがうかがわれ

る。他方で�は，自らが１９７４年の国連演説で世

界に紹介した毛沢東の三つの世界論をレトリッ

クとして再び活用することで，ソ連およびア
�

メ
�

リ
�

カ
�

へ
�

の
�

牽制力として第三世界に接近する政策

を肯定したのである（傍点筆者）。

直後，イランからホメイニ師の弟子ハメネイ

師が訪中し，１４日に全人代常務委員副委員長の

ウランフと会見している。イランの新政権はア

メリカと厳しく対峙していたが，第三世界運動

の重要な担い手として急浮上する同国に対し，

中国は独自の判断で事実上の支持を表明した

［Garver２００６，６８―７２；『人民日報』１９８１d］。

党内の政策調整を踏まえ，指導者のなかから
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ソ連との対抗の側面ばかりを強調し続けるのは

適切ではないという意見が出された。３月，陳

雲は「歴史決議」起草工作のなかで，ソ連が中

共の創設，抗日戦争，第一次五カ年計画の実施

にあたって多大な支援を行ったことに触れ，こ

う主張した。

われわれ（中共）への国際的な支援につい

ては，書かないわけにいかない。……これら

の問題は，「決議」にしっかりと，真実の本

当の姿にもとづいて書き込むべきだ。これら

の歴史的問題への言及を通して，中国共産党

の人間の公正さを再度説明すべきだ［陳雲

１９８６，２８５―２８６］。

「歴史決議」でソ連の功績に触れることは，

ソ連に間接的に関係改善の意向を示すことにつ

ながる。陳の意見が受け入れられたことは，後

に公表された文書のなかで確認できる。

だが中国は当面の対外政策としてはソ連への

反対を堅持した。�の右腕，胡耀邦の勢力下に

ある中央党校の『理論動態』は，３月１０日に「現
�

在
�

の
�

世界平和の主要な敵は誰か？」（傍点筆者）

と題する評論員論文を発表している。これは高

級幹部に読ませる意図で書かれたものであろう。

論文はソ連が提起する「嘘っぱちの『緩和』に

恋焦がれるのは，虎を飼って災いを残すのと同

じ」と断じた。そして「現在もっとも凶悪なグ

ローバルな覇権主義者」であるソ連に反対する

ために「もうひとつの覇権主義国──アメリカ

と，適
�

切
�

な
�

，一
�

定
�

程
�

度
�

の
�

統一戦線を組む必要が

ある」（傍点筆者）と論じた［本刊評論員１９８１，

１０７―１０８］。米ソはともに「覇権主義」であるも

のの，最大の敵と対抗するためもう一方とは妥

協するとした点で，伝統的な勢力均衡論に極め

て近い考え方である。もっともここでは現状に

変更があれば協力相手を変える余地が発生した

ことに注目したい。国際情勢の展開に応じて中

国が柔軟な対外政策を打ち出すことが，指導部

の認識のレベルでは可能になりつつあった。

政策調整を踏まえ，４月２２日に中央対外宣伝

小組が中央書記処に送付した意見書は，次のよ

うにこれまでの対外政策を批判している。

一時期以来，われわれは第三世界各国の複

雑多変な状況に対する深い研究を怠り，……

一部の問題を単純化して捉え，戦略的配慮が

足りなかった。第三世界の国家がソ連の覇権

主義に反対するのを支持する一方，その反帝

国主義・反植民主義に対する闘争（反米闘争

など）を充分重視せず，支持も足りなかった。

甚だしくは彼らに対して「以ソ劃線」の態度

をとった［中共中央文献研究室１９８２，１０８２］。

意見書は覇権主義を続けるソ連との対抗を肯

定しつつ，発展途上の社会主義国家として中国

を再定義し，第三世界との関係を強化して国際

関係における政治力の向上を図るべきと主張し

た。また第三世界の国家はソ連の覇権主義だけ

でなくアメリカ帝国主義，旧植民主義，民族差

別，イスラエルの拡張主義など様々な問題に直

面していると指摘し，これとの関係強化のため

各国の対ソ政策には臨機応変に対応し，場合に

よってはソ連との妥協策も許容すべきとした

［中共中央文献研究室１９８２，１０８１―１０８４］。

このような主張は内部事務の相互不干渉を掲

げる党際関係原則を第三世界の対ソ政策に敷衍

したものでもあった。こうして指導部は１９８１年

春，新たな情勢判断にもとづき，ソ連との当面

の対抗を維持しながらも，第三世界との関係を

強化することで米中ソ三極間の勢力均衡を保ち，

戦争の勃発を防止する政策に転じた。

中国における毛沢東外交の再検討
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中国の世界情勢認識は新たな段階に入った。

米国と共同でソ連の脅威を防止していくことは

対外政策上の絶対目標ではなくなり，中国の関

心は自分の対外的ポジションを定める前提とな

る国際的なパワー・バランスの動向に移行し始

めたのである。中連部から独立したソ連東欧研

究所の内部機関誌，『蘇聯東欧研究』第３期（５

―６月）に掲載されたある論文は，米ソどちらの

立場にも立たず，第三者的に米ソ関係を検討し

た点で新鮮である。論文は現在の状況を，「片

方（ソ連）がどうしても勢力範囲を拡大しよう

とし，もう片方は相手が地盤を拡張するのを封

じ込める決意をし，双方の利益に鋭い矛盾と衝

突が生じるのは必然」で，両国関係の緊張は当

面継続すると分析する。その一方，両国の経済

力の弱体化，両国の勢力圏内での離反の動きの

拡大などにより，米ソは局部的な問題では妥協

を行っていく可能性が高いとして，両国の緊張

が全面戦争に発展する危険性を否定している

［李・楊１９８１］。

５．「歴史決議」の発表

１９８１年春の対外政策の修正は表立って明らか

にされなかった。その理由は，指導部が「歴史

決議」のなかでいかに毛沢東の肯定的な成果を

強調するかで頭を悩ませていたこと，そして５

月からの米中関係の緊張であろう。中国はソ連

との対抗を強調することで，米国が中国の戦略

的重要性を再認識し，台湾問題で妥協すること

を期待していた。

３月９日，�小平は�力群と会い，「歴史決

議」の草稿について相談をした。「問題が一番

大きいのは『文化大革命』前の十年間の部分だ。

……間違いを強調しすぎるのは，毛主席と毛沢

東思想の評価として適切でない。国内の人民も

受け入れられないし，国際的にもかなりの人に

受け入れられないだろう」［�力群２００５，２４９―

２５０］。ここで�小平が指摘した点には，大躍進

などの国内問題の他，国際反修正主義論争も含

まれよう。

積極的な評価が難しい文革期については，逆

にその後半における外交活動の功績が強調され

ることになった。�は文革末期に外交工作の指

導者として再起用されており，これを強調する

ことは自分にも都合がよかった。４月７日，�

小平は胡喬木と�力群にこう述べた。「『文化大

革命』の間，外事工作は大きな成績を収めた。

国内が動乱していたにもかかわらず，中国の大

国としての地位は国際的な承認を受けた。中国

の国際的な地位は高まった。われわれはすでに

収めた成績をしっかり肯定し，毛沢東同志に対

して本来の正確な評価を維持しなければならな

い」［中共中央文献研究室２００４，７３０］。

時間的にはここでアメリカの台湾に対する戦

闘機売却問題が再浮上する。春以降，アメリカ

政府が台湾にFX機の売却準備を進めていると

する報道が続いた。５月１２日，アメリカ政府が

「台湾関係法」の全面的な執行には台湾への武

器売却も含まれるという見解を発表し，中国側

を強く刺激した［謝１９９５，７］。このころ中国で

は「歴史決議」が最終調整に入っていた。１カ

月の沈黙の後，６月１０日には外交部スポークス

マンがアメリカの台湾への武器売却を中国への

内政干渉として非難する声明を発表し，「もし

アメリカが……台湾に武器を売却し続けるなら

ば，われわれは強く反応をせざるを得ないだろ

う」と警告を発した［『人民日報』１９８１c］。６

月１３日，中共中央政治局常務委員会の拡大会議

で米中関係の後退の可能性が議論された［中共
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中央文献研究室２００４，７４８］」。同じころ，外交部

にはアメリカに対して「連合もするが闘争もす

る，闘争のなかから連合を引き出す」という方

針が提示され，アメリカに対して台湾への武器

売却に停止期限を設定するか，毎年削減して最

終的には完全停止を求めていくよう指示が下っ

た［王１９９９，１３８０］。１４日，レーガン政権の閣

僚級の人物として初めてヘイグ国務長官が訪中

した。中国側はアメリカの台湾に対する武器売

却問題は米中両国が国際戦略上の協力関係を維

持する前提であると強く主張した［王１９９９，

１３８１；中共中央文献研究室２００４，７４８―７４９］。会見

は物別れに終わった。

「歴史決議」の最終仕上げは６月下旬の１１期

六中全会予備会議で行われた［�力群１９８１b，６

―７］。�力群によれば，この時の原稿には前年

秋に胡喬木が書簡で認めた点，つまり１９６０年代

の国際反修正主義論争についての記述が存在し

た。ただしその是非に関する論評は避けられて

おり，会議ではこれが「誤解を生みやすい」と

指摘された［�力群１９８１a，８４―８５］。

当時中連部で李一氓に次ぐ地位にあった張香

山は，この点についてこう記している。

（「歴史決議」は）わが党の国際共産主義運

動に対する一連の問題を含む党の外事工作に

ついては，条件的な限界と当
�

時
�

の
�

対
�

外
�

闘
�

争
�

の
�

必
�

要
�

へ
�

の
�

配
�

慮
�

のため，全面的系統的な総括を

行わなかった［張１９９２，２６］（傍点筆者）。

中国の戦略的重要性をアメリカに認識させ，

譲歩を引き出して米中協力を維持するには，中

国がソ連に安易な妥協を求めているようにみえ

てはならなかった。�は５月には「歴史決議」

の「原稿はこれ以上変えるな」と指示していた

が，６月２４日にはその「一部」を改定した［中

共中央文献研究室２００４，７４０，７５１―７５２］。「歴史

決議」の起草作業は最後まで，現行の対外政策

との関連において進められた。

「歴史決議」は６月２７日からの六中全会で採

択された。このなかでは毛沢東外交に関する批

判はまったく表明されず，国際反修正主義論争

への言及は抹消されていた。その長文において

外交面の評価は文革後半に関しわずかにこう記

されただけである「彼（毛沢東）は晩年になお

しっかりとわが国の安全を擁護することに注意

を向け，社会帝国主義の圧力に耐え，正確な対

外政策を執行しました。各国人民の正義の闘争

を断固として支援し，さらに三つの世界区分の

正確な戦略と，わが国は永遠に覇を唱えないと

いう重要な思想を提起しました」［『人民日報』

１９８１a］。

おわりに──毛沢東外交の静かな総括──

本稿は中越戦争後に中共内部で行われた毛沢

東外交の再検討のプロセスを検討した。これに

よって，１９７９年から８１年にかけて中共の対外認

識が変容し，「独立自主の対外政策」の公表に

向けたコンテキストが整えられたことが検証さ

れた。「独立自主の対外政策」は台湾への武器

供与をめぐって米中関係が紛糾したことをきっ

かけに提起されたとするのが通説である。だが

このプロセスに着目するならば，この政策は米

中関係の紛糾をきっかけに発表されたものの，

それを形成に導いた本質的な要因は，中共の国

際共産主義運動への取り組みおよび中ソ対立の

経験に対する党内の再検討であったとすること

ができる。

中国のベトナムに対する攻撃は�小平によっ

中国における毛沢東外交の再検討
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て毛沢東外交の理論的敷衍の上に行われた。だ

がかつての「同志」を攻撃した中越戦争は，対

外的にも内政面でも成功とはいい難く，指導部

に大きな衝撃をもたらした。これを契機として

中共の高級幹部の間で中国の国際共産主義運動

への取り組みに対する総括が始まった。論争の

焦点となったのは，第１に国際反修正主義論争

の是非，第２にソ連と全面的に対立を続ける既

定の対外政策の妥当性であった。おもに第１の

点をめぐって展開された総括の最初の段階で

は，１９７９年秋までに国際反修正主義論争への取

り組みが反省された。マルクス・レーニン主義

のイデオロギーでは現実の国際問題は処理でき

ないと指摘され，国際関係においては階級では

なく国家の要素が重要であると改めて認識され

るようになった。以上を踏まえ，翌年前半以降

イタリア共産党との関係修復を皮切りに兄弟党

との党際関係が整理され，やがて内部事務の相

互不干渉が謳われるようになった。

この総括作業は，１９８０年秋以降，毛沢東の歴

史的評価確立を目指した「歴史決議」が党内の

大規模討論の過程に入ったことで第二段階を迎

える。レーガンの登場，ポーランドの「連帯」

問題，イラン・イラク戦争など国際情勢の展開

にも影響され，四千人大会の討論は毛沢東の「一

条線」戦略に則ってソ連の戦争策動の可能性を

過度に強調する�小平の現行の対外政策を暗に

批判した。さらに宦郷や中連部も，「一条線」

戦略や三つの世界論など毛沢東の対外的理論の

絶対性を否定し，その継続に異議を唱えた。そ

の結果，中共はソ連反対のため欧米や日本との

団結を重視していた「一条線」戦略を放棄

し，１９８１年春には米ソとの勢力均衡を維持する

ため第三世界に接近する政策に転じた。この段

階ではなおソ連を最大の脅威とする対外政策は

肯定されていたが，ソ連を基準にすべての対外

関係を策定する画一的なやり方は否定され，ア

メリカも覇権主義国のひとつとして言及される

ようになり，状況の展開に応じて中国がソ連以

外の国に反対する余地が生まれた。こうして

１９８１年春までには，「独立自主の対外政策」へ

の地歩は着々と形成されていたのである。毛沢

東外交に対する反省は，静かにしかし着実に，

中国外交を新しい時代に導いた。

本稿の分析では，その他にもいくつかの発見

があった。

第１に，当時の対外政策の見直しが「歴史決

議」推敲をめぐる党内の毛沢東再評価の動きと

関連して展開され，その過程が党の多くの高級

幹部に共有されたことである。世界情勢を判断

するための理論が解消され，「一条線」戦略が

断念されたことで，イデオロギーが中国政治に

与えていた拘束は大きく減退した。毛沢東時代

のように国内政策と対外政策を理論的に関連性

づけて策定する手法が党内で意味をなさなくな

り，内外政策はそれぞれより自由な観点から策

定されるようになった。

第２に，政策決定における�小平の役割であ

る。毛沢東の対外政策には中越戦争前後から根

強い批判が続いていた。これが久しく継続され

たのには，毛から対外政策を引き継ぎ，対外政

策決定に大きな影響力をもった�小平の強い意

向があった。�は１９７８年の政権掌握にあたって

毛の対外政策を利用したため，党内政治の文脈

では対外政策の転換は�の権威をおとしめるこ

とにつながりかねなかった。指導部から華国鋒

などの対抗勢力が排除され，�の政権基盤が磐

石になってはじめて，�は政権内部の批判を受
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け入れ，対外政策の修正に同意したと分析する

ことができる。

第３に，上記の点と関連して，改革開放初期

の対外政策決定のあり方である。当時の対外政

策決定過程では最高指導者である�が最終決定

権をもち，陳雲など他の指導者もかなり大きな

発言権をもった。しかしながら，中国の対外政

策をめぐるコンテキストが変化する過程におい

ては，四千人大会などの党内世論，それと党中

央との意見の伝達役を担った胡喬木などの「理

論家」，宦郷や李一氓率いる中連部などの実務

者たちが重要な役割を担った。特に実務者の分

析は指導部が「一条線」戦略を放棄するにあた

って決定的な作用を果たしたとみることができ

よう。正規の手続きを経た党内の批判は正当に

扱われ，最終的にはそのかなりの部分が受け入

れられた。このことは結果的に，改革開放以降

の対外政策決定の組織化・専門化に貢献したと

思われる。

�への批判者たちは，１９６２年に毛沢東を批判

し文革中失意のうちに死去した悲劇の王稼祥と

は対照的な運命をたどった。宦郷は�の外交ブ

レーンに取り立てられ，１９８２年には新設された

国務院国際問題研究センターの総幹事に就任

し，８９年の死去の前年まで中国随一の国際問題

の専門家として国内外で華々しく活躍した。高

齢の李一氓は党の方針に従い率先して中連部か

らの引退を決めたが，その後も文革でダメージ

を受けた古典籍の収集と整理という重要な工作

を任された［陳雲１９８６，２８９―２９１；中共中央文献

研究室２０００，２８４］。１９９０年に死去すると，『人

民日報』は李が王稼祥らの「三和一少」修正主

義路線に対する「徹底的な名誉回復」に貢献し，

「一部の重大な国際問題に対する分析と政策提

言を行い，中央に認められ賞賛を受けた」こと

を公表した［『人民日報』１９９０］。李の下で「討

論稿」執筆に尽力した壮年の喬石は，作業を通

して中央指導者から高い評価を獲得した。１９８２

年４月の中連部部長への昇格を飛び石として，

９月には中央入りし，最終的には全人代常務委

員長として江沢民政権を支えることになった

［霞山会１９９５，１８７―１８８］。外事系統の出身でこ

れほどの地位に上り詰めたのは，今日まで喬た

だひとりである。

中共にとって，社会主義陣営の盟主，ソ連と

の関係は，本来対外関係の核心的な部分であっ

た。問題があまりに重大であったため，毛沢東

外交の総括のなかでも中ソ論争への包括的評価

は下されなかった。だが中国が中ソ論争，そし

てそれに続く中ソ対立から学び取った経験は甚

大だった。その事実は，１９８２年に公表された新

政策が，本来ソ連の圧力への対抗を意味する「独

立自主の対外政策」と名づけられたことに暗示

されている。

１９８９年５月，ゴルバチョフ書記長が訪中し，

中ソの国家間関係と党際関係の正常化が達成さ

れた。ゴルバチョフとの会見で，�小平は中ソ

論争への彼なりの総括を表明している。

１９５７年の最初のモスクワ会談から６０年代の

前半にかけ，中ソ両党は激しい論争を行った。

……１９６０年代になると，中ソ，中蒙国境でソ

連は軍事施設を増強し，ミサイルをどんどん

増やしていった……。中国への脅威はどこか

ら来るのか？ 中国は自然と結論を出した。

１９６３年，私が代表団を率いてモスクワに行き，

会談は決裂した。……（イデオロギーの論争

の面では）われわれは自分たちが当時いった

ことがみな正しかったなどと思っていない。
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真の，実際の問題は不平等だ，中国人は屈辱

を受けたと思ったのだ。……（両国の）往来

を発展させていくため，私には重要な提案が

ある。実のあることを行い，空論はやめよう

［�小平１９９３，２９１，２９４―２９５］。

イデオロギーという「空論」との決別と国家

主権の重要性の再認識，それが�にとって中ソ

論争の教訓であった。中越戦争を契機に始まっ

た国際共産主義運動への苦い総括を踏まえ，

１９８０年代以降，�が指揮する中国外交は，主権

国家としての立場と国益保全の姿勢を全面に打

ち出していくのである［益尾２００２］。

（注１） この「理論」は日本ではしばしば「三つ

の世界論」と称され，本稿も基本的に慣習に従った。

ただし中国では「三つの世界区分」または「三つの

世界区分理論」という表現がより一般的であり，本

稿も引用では原文のままこれらの表現を残した。

（注２） 「独立自主の対外政策」は１９８４年ごろに

「独立自主の平和的外交政策」に発展・改称された。

またこれは俗に「全方位平和外交」とも呼ばれる。

（注３） これに似た観点として，中国が世界との

経済関係を強化したことが，結果的に国内の利益集

団の多様化につながり，それが中国の新しい対外行

動をもたらしたとする研究もある［Backman１９８９，

１９９４；Naughton１９９４］。

（注４） もちろんこの資料公開には問題も多い。

例えば華国鋒や胡耀邦など，後に失脚した指導者に

関する公式の資料編纂はほとんど行われておらず，

情報の偏りが激しい。また中越戦争など後に党内で

否定的見解が提示された事項については，情報が意

図的に省かれている。

（注５） 平和移行，平和競争，平和共存と民族解

放闘争への支援減少，の意。王稼祥の意見書はソ連

の進める資本主義との平和共存路線に迎合し，国際

共産主義運動を軽視したとされた。

（注６）１９２５年に入党し新四軍で活躍した古参幹

部で，郭沫若の秘書を務め，理論家，文化人として

知られた。建国後は外交工作に転じ，駐ビルマ大使

や国務院外事弁公室副主任などを務めた。

（注７） 中国の対外経済援助は，しばしば「友好

価格」による物資の供与という形で行われている。

（注８） 建国前マスコミで活躍し，建国後は外交

官に転じた。イギリスやベルギーへの赴任経験があ

り，欧州問題に詳しい国際問題の専門家として知ら

れた。

（注９） この回顧録では会議参加者に配布された

宦郷発言のサマリーの全文が引用されている。

（注１０） 北京における筆者のインタビュー，２００４

年８月。

（注１１） 胡耀邦はこれが自分の指示で練られた論

文であると告白している［胡耀邦１９７９，２４］。

（注１２） 北京における筆者のインタビュー，２００４

年８月。

（注１３） 原載はMichael Richardson, Age , July 14,

1979およびBangkok Post , Oct 21, 1979.

（注１４） ただし調整は長期化し，翌年には華国鋒

も総理から辞任し，十カ年計画は放棄された。

（注１５） これらの修正点は全人代における華国鋒

の政治報告でも確認できる。

（注１６） 以下の引用は中央党校での報告にもとづ

くが，軍事学院での報告については李（１９８０）を参

照せよ。

（注１７） �は翌年１０月にイタリア共産党の元総書

記トリアッチの未亡人と会見し，「１９６３年にわれわれ

があのような論文（「九評」）を書いたことは，トリ

アッチ同志にすまなかった。あれらの論文はくずか

ごのなかに捨ててください！」と述べている［朱２００６，

７］。

（注１８） 「趙紫陽総理がバンコクで記者会見」『北

京周報』１９８１年第６号，１３頁（国分［１９９２，１０９］か

らの転載）。同年８月のフィリピン，マレーシア，シ

ンガポールへの訪問では，趙は「各国の共産党は，

純粋にこれらの国の内部の問題だ。各国がこれをど

う処理するかは彼ら自身の問題で，われわれは干渉

しない」とさらに踏み込んだ発言を行っている［『人

民日報』１９８１f］。

（注１９） 「歴史決議」の執筆者の１人，�力群が

決議の発表直後に党の広い範囲に向けて行った講話
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は，当時の指導部の認識を示したものである。�に

よれば，中国が他党の路線に干渉したことは間違っ

ていたが，「彼ら（ソ連）の大国ツァーリズム，親父

党，他国の内部事務への干渉，他党の内部事務への

干渉に反対したこと，これらは完全に正しかったし，

今後も続けていかねばならない」，「われわれは今も

ソ連の覇権主義政策への批判を堅持し，それが社会

帝国主義だという見方を変えていない」［�力群１９８１

b，８６―８７］。

（注２０） 「独立自主の対外政策」の形成にあたっ

て先行研究は李の作用を全く明らかにしていないが，

何方らが証言する李の「討論稿」の内容は中国側の

公式見解における対外政策「調整」の理由とよく符

合する。例えば王（１９９９，１３８８）を参照。

（注２１） 筆者の聞き取り，２００２年６月。李は１９２１

年入党の古参幹部として�からも一目置かれていた

という。

（注２２） なお報告は「われわれに今日重要なのは

どのように戦争を抑止していくかということだ」と

指摘し，指導部の戦争不可避論にも異論を唱えてい

る［宦１９８０，１７］。報告については宦（１９９４）も参

照せよ。

（注２３） 日本政府は９月に中国側に３０００億円の資

金協力を行うことで中国側と合意に達した。結果的

にこの調整は中国が海外から資金導入を進める契機

となった［田島２００２，４８１］。

（注２４） 大規模なプラント導入計画が中国の経済

力に見合わないという指摘は以前から根強かった。

それにもかかわらず中国がなぜそれまで計画を見直

さなかったのか，なぜこのころ突然キャンセルの決

定を下したのかについて，先行研究は充分な説明を

行っていない。例えば国分（１９８３），李恩民（２００１，２３４

―２３７）をみよ。

（注２５） 『中国内外動向』第５巻第３３号，B１０から

の転載。

（注２６） 毎年の国連総会での中国の一般演説を言

及頻度分析した高木は，１９８０年，１９８１年にかけてい

ったん消滅したように見えた三つの世界論が１９８２年

に復活したが，もはや質的に異なるものであったと

指摘している［高木１９８３，３３―３６］。中国の内部文献

に基づけば，三つの世界論の条件付復活はそれより

やや早く行われたと考えられる。

（注２７） 当時中連部に所属したソ連研究所の内部

文書『蘇連調研』は，１９７８年１１月４日付けで「近年

来ソ連工業の成長速度はなぜ一貫して低下している

のか」と題する文章を高級幹部に配布している。

（注２８） 括弧内はママ。
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『朝日新聞』１９７９a．「侵攻非難の壁新聞 北京 無条

件撤退を求める」２月２４日．

───１９７９b．「中国 プラント輸入を保留 宝山製鉄

所や石油化学 支払い能力上回る」２月２８日．

───１９７９c．「北京にまた出兵批判の壁新聞」３月５

日．

───１９８１．「プラント建設続行には低利借款か合弁
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岡部達味１９８３．「中国外交の新展開」『中国の対外政策
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尾崎正太郎（訳）１９８９．『中国民主活動家の証言──魏

京生裁判の記録──』日中出版．

外務省１９７９a．「外務大臣談話」２月１８日．
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請求番号：０４―０１０２３―４］．

外務省中国課１９７９．「大平総理の中国訪問（意義と評
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霞山会１９９５．『現代中国人名辞典 １９９５年版』霞山会．

片岡幸雄２００６．『中国の対外経済論と戦略政策』渓水

社．

川島弘三１９９０．『中国の政治と軍事・外交』第一法規
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国分良成１９８３．「中国の対外経済政策決定の政治的構
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造──プラント契約中断決定の場合──」岡部達

味編『中国外交──政策決定の構造──』日本国

際問題研究所 １５３―１９２．

───１９９２．『中国政治と民主化』サイマル出版会．

高木誠一郎１９８３．「中国の対外認識の展開（１９７２―１９８２

年）──国連総会一般演説の内容分析──」岡部

達味編『中国外交──政策決定の構造──』国際

研究叢書 ３１ 日本国際問題研究所 ２９―６３．

───２００１．「米中関係の基本構造」岡部達味編『中

国をめぐる国際環境』岩波書店 １１３―１５７．

田島俊雄２００２．「中華人民共和国・経済」松丸道雄他

編『世界歴史大系 中国史５ ──清末～現在─

─』山川出版社 ４０３―５２０．

陳錦華２００７．『国事憶述 中国国家経済運営のキーパ

ーソンが綴る現代中国の産業・経済発展史』（杉本

孝訳）日中経済協会．

中嶋嶺雄１９８２．『中ソ同盟の衝撃』光文社．

益尾知佐子２００２．「�小平期中国の対朝鮮半島外交─

─中国外交『ウェストファリア化』の過程──」『ア
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